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Press Release

報道関係者 各位

事務処理誤り等（平成２４年４月分）について

平成 24 年 4 月分の事務処理誤り等の件数及び個別の事案等について、別添

のとおりお知らせいたします。

なお、日本年金機構においては、引き続き事務処理誤り等の再発防止に努めて

まいります。

平成２４年６月１日

（照会先）

品質管理部長 竹村 英機

（電話直通 ０３－６８９２－０７５２）

経営企画部広報室

（電話直通 ０３－５３４４－１１１０）
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別添

事務処理誤り等（平成２４年４月分）について

Ⅰ 概 要

日本年金機構（本部及び年金事務所等）における公的年金業務の事務処理誤り及び業

務上発生した事件・事故（以下「事務処理誤り等」という。社会保険庁時代のものを含

む。）について、４月に、本部担当部署及び年金事務所等の事務処理誤り等の詳細な報

告が完了したもの及びシステム事故等の詳細な報告が完了したものを取りまとめたもの。

・これらの事務処理誤り等については、被保険者等の関係者から公表を控えるよう強く要請されない

限り、原則として、その事案の概要等を公表します。今回取りまとめた170件のうち、公表可能な108

件について、その概要を日本年金機構ＨＰに掲載しています。

Ⅱ 状 況

以下の分析については、システム事故等を除く事務処理誤り等の１７０件を対象とし

ています。

１ 事務処理誤り等区分別件数

（１）受付時の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1件 （0.6%）

〔郵送や窓口で受領した書類の担当部署への回付漏れ等、受付時の誤り〕

（２）確認・決定誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 81件（47.6%）

〔届書内容の確認誤り、金融機関等のコード記入誤り等、事実関係の誤認や法令の適用誤り〕

（３）未処理・処理遅延・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12件 （7.1%）

〔審査決定すべき届書の未処理、社会保険オンラインシステムへの入力漏れ、日本年金機構本部

への進達漏れ、関係部署からの返戻書類の未処理等〕

（４）入力誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12件 (7.1%）

〔数字や氏名等の入力誤り、一部項目の入れ違え等、入力時の誤り〕

（５）通知書等の作成誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7件 （4.1%）

〔様式誤り、記載事項誤り等、出力・作成時等の誤り〕

（６）誤送付・誤送信・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9件 （5.3%）

〔別の送付先への書類混入等の誤送付、誤送信、誤交付等、配付時の誤り〕

（７）説明誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6件 （3.5%）

〔窓口、電話等での制度説明誤り、申請書等の指示誤り等、相談時の誤り〕

（８）受理後の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2件 （1.2%）

〔受理した申請書、添付書類の紛失等〕

（９）記録訂正誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2件 （1.2%）

〔別人の記録を訂正、別人の記録を統合〕

（10）事故等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 38件（22.3%）

〔身分証明書等の紛失、不適正な事務処理等、お客様への不審電話等、通常の業務処理の流れの

中での誤りには該当しないもの〕

合計 170件（100.0%）
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２ 制度等別件数

（１）厚生年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21件 （12.4%）

（２）厚生年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5件 (2.9%）

（３）国民年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10件 （5.9%）

（４）国民年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23件 (13.5%）

（５）年金給付関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 74件 （43.5%）

（６）船員保険関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

（７）その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 37件 （21.8%）

合計 170件（100.0%）

３ 制度等別･事務処理誤り等区分別内訳

表１ 制度等別・事務処理誤り等区分別内訳一覧表
受付時

の書類

管理誤

り

確認・

決定誤

り

未処理・

処理遅

延

入力誤

り

通知書

等の作

成誤り

誤送付・

誤送信

説明誤

り

受理後

の書類

管理誤

り

記録訂

正誤り
事故等 計

厚生年金

適用関係

0 7 2 6 0 5 0 0 0 1 21

(0) (3) (1) (3) (0) (1) (0) (0) (0) (1) (9)

厚生年金

徴収関係

0 2 1 0 2 0 0 0 0 0 5

(0) (2) (0) (0) (2) (0) (0) (0) (0) (0) (4)

国民年金

適用関係

0 6 3 1 0 0 0 0 0 0 10

(0) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (2)

国民年金

徴収関係

1 9 3 4 2 1 2 1 0 0 23

(0) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (2)

年金給付

関係

0 57 3 1 3 3 4 1 2 0 74

(0) (10) (1) (1) (0) (0) (2) (0) (0) (0) (14)

船員保険

関係

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 37 37

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (31) (31)

計
1 81 12 12 7 9 6 2 2 38 170

(0) (17) (4) (4) (2) (1) (2) (0) (0) (32) (62)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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４ 事務処理誤り等の原因

（１）原因別件数

① 確認不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・104件（61.2%）

〔窓口装置操作の際にキータッチ等を誤ったもの・入力を漏らしていたもの、通知書等の封入

封緘時における内容物や宛先の確認を漏らしていたもの等〕

② 適用・認識誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19件（11.2%）

〔法令や通知等に係る解釈を誤っていたもの、理解が不足していたもの等〕

③ 届書等の放置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8件 (4.7%）

〔本来行うべき処理を多忙や失念により適切な時期までに処理を行わなかったもの〕

④ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 39件（22.9%）

〔不正行為、不適正な事務処理、事故等〕

合計 170件（100.0%）

（２）原因別･事務処理誤り等区分別内訳

表 ２ 原因別・事務処理誤り等区分別内訳一覧表

受付時
の書類

管理誤り

確認・
決定誤り

未処理・
処理遅

延
入力誤り

通知書
等の作
成誤り

誤送付・
誤送信 説明誤り

受理後
の書類

管理誤り

記録訂
正誤り 事故等 計

確認不足
1 67 2 12 6 8 4 2 2 0 104

(0) (12) (1) (4) (2) (1) (2) (0) (0) (0) (22)

適用・認識誤り
0 14 1 0 1 1 2 0 0 0 19

(0) (5) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (5)

届書等の放置
0 0 8 0 0 0 0 0 0 0 8

(0) (0) (2) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (2)

その他
0 0 1 0 0 0 0 0 0 38 39

(0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (32) (33)

計
1 81 12 12 7 9 6 2 2 38 170

(0) (17) (4) (4) (2) (1) (2) (0) (0) (32) (62)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（３）原因別･制度等別内訳

表 ３ 原因別・制度等別内訳一覧表

厚生年金
適用関係

厚生年金
徴収関係

国民年金
適用関係

国民年金
徴収関係

年金給付
関係

船員保険
関係 その他 計

確認不足
16 5 6 16 61 0 0 104

(6) (4) (1) (0) (11) (0) (0) (22)

適用・認識誤り
3 0 1 4 11 0 0 19

(1) (0) (0) (1) (3) (0) (0) (5)

届書等の放置
1 0 2 3 2 0 0 8

(1) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (2)

その他
1 0 1 0 0 0 37 39

(1) (0) (1) (0) (0) (0) (31) (33)

計
21 5 10 23 74 0 37 170

(9) (4) (2) (2) (14) (0) (31) (62)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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５ 事務処理誤り等による影響

（１）事務処理誤り等による影響額別内訳

表 ４ 事務処理誤り等による影響額別一覧表

影響額
厚生年金

適用関係

厚生年金

徴収関係

国民年金

適用関係

国民年金

徴収関係

年金給付

関係

船員保険

関係
その他 計

影響額なし
13 2 6 19 25 0 37 102

(7) (2) (2) (2) (7) (0) (31) (51)

１万円未満
1 0 0 3 1 0 0 5

(1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

１万円以上

５万円未満

1 0 2 0 3 0 0 6

(1) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (2)

５万円以上

１０万円未満

1 0 0 1 7 0 0 9

(0) (0) (0) (0) (3) (0) (0) (3)

１０万円以上

５０万円未満

2 2 0 0 18 0 0 22

(0) (1) (0) (0) (2) (0) (0) (3)

５０万円以上

１００万円未満

2 0 1 0 7 0 0 10

(0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (1)

１００万円以上

５００万円未満

1 1 1 0 9 0 0 12

(0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

５００万円以上
0 0 0 0 4 0 0 4

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

計
21 5 10 23 74 0 37 170

(9) (4) (2) (2) (14) (0) (31) (62)

（注１）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（注２）影響額の区分は、事務処理誤り等によって年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響の

あった額を表示した。

（注３）影響額の区分欄の「影響額なし」とは、①誤送付などで年金や健康保険等の給付額、保険料徴

収額等に影響のないもの、②賞与支払届の金額を誤って入力したが、保険料納付までに保険料納

付額を訂正できたものなどで年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響のないものをいう。

また、影響額の未確定のものも「影響額なし」とする。
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（２）事務処理誤り等による事象別内訳

表 ５ 事務処理誤り等による事象別一覧表

事 象 件 数 総額（円） 平均金額（円）

過払い（年金等の額を多く払いすぎた件） 18 32,757,892 1,819,883

未払い（年金等の額を少なく支払った件） 28 34,552,554 1,234,020

過徴収（保険料金額を多く徴収した件） 6 3,076,533 512,756

未徴収（保険料金額を少なく徴収した件） 7 2,679,556 382,794

誤還付（保険料金額を誤ってお返しした件） 3 118,000 39,333

その他 6 6,000,147 1,000,025

計 68 79,184,682 1,164,481

（注１）「表５事務処理誤り等による事象別一覧表」は、「表４事務処理誤り等による影響額別一覧表」

の「影響額なし」以外の内訳を表示した。

（注２）「総額（円）」は、事務処理誤り等によって年金や保険料徴収額等に影響のあった額の合計金

額を表示した。

（注３）「その他」の内訳は以下のとおりである。

過徴収と未徴収がある件 1件 145,400円

過払いと未徴収がある件 1件 663,243円

過払いと未払いがある件 4件 5,191,504円

６ 事務処理誤り等の判明契機

（１）日本年金機構内部で判明・・・・・・・・・・・・・・・ 67件 （39.4%）

（２）日本年金機構外部からの通報等により判明・・・・・・・ 73件 (42.9%）

（３）その他（事件・事故等）・・・・・・・・・・・・・・・ 30件 （17.7%）

合計 170件（100.0%）

Ⅲ システム誤りに伴う事故等

・該当する事故等はありませんでした。



（注）各事項について、１.受付時の書類管理誤り、２.確認・決定誤り、３.未処理・処理遅延、４.入力誤り、５.通知書等の作成誤り、６.誤送付・誤送信、７.説明誤り、８.受理後の書類管理誤り、９.記録訂正誤り、１０.事故等の順に編綴

○日本年金機構の平成24年4月分の事務処理誤り等一覧（1～21ページ）

１．厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１Ｐ 整理番号 １～１２

２．厚生年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・３Ｐ 整理番号 １３

３．国民年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・４Ｐ 整理番号 １４～２１

４．国民年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・６Ｐ 整理番号 ２２～４２

５．年金給付関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０Ｐ 整理番号 ４３～１０２

６．その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１Ｐ 整理番号 １０３～１０４



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

1

７０歳以上
被用者該
当届の提
出指示・確
認漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

山梨 大月
2011年

1月
2011年
7月28日

○事務センターへ回付した、７０歳以上被用者
月額変更届が返戻されたため、確認したとこ
ろ、７０歳以上被用者該当届を受付していない
ことが判明しました。

○事業所より届出された被保険者資格取得
届を受付した際、被保険者となるお客様の年
齢が７０歳以上であったため、本来、資格取得
届と併せて７０歳以上被用者該当届を受付す
べきところ、提出を求めていなかったこと及び
７０歳以上被用者算定基礎届も届出勧奨を
行っていませんでした。
○資格取得届の受付時及び入力時におけ
る、届書の確認漏れによります。

1事業
所1名

過払い 131,250

○厚生年金適用徴収課長がお客様に
お詫びの上、７０歳以上被用者該当届
を受理していなかったため、年金が過
払いとなっていることを説明し、返納に
ついて了承を得ました。
○事業所より７０歳以上被用者該当
届、７０歳以上被用者算定基礎届を受
理し、入力処理を行いました。
○お客様より返納方法申出書を受理
し、機構本部に進達しました。

○資格取得届受付時における生年月
日確認の徹底と、事務センターへの書
類回付時における二重チェックによる
確認を周知・徹底しました。

内
部

2

二以上事
業所勤務
被保険者
の月額変
更届に係
る処理誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

三重 伊勢
2011年
1月18日

2011年
7月28日

○二以上事業所勤務被保険者に係る算定基
礎届の内容審査の際、月額変更に該当すると
思われる方についてＡ事業所に確認したとこ
ろ、既に提出済との回答があり、確認したとこ
ろ、月額変更不該当として処理をしていたこと
が判明しました。

○Ａ事業所から月額変更届を受付した際、添
付された二以上事業所勤務被保険者に係る
月額変更届を見落し、通常の月額変更届の
処理を行い、月額変更不該当として処理を
行っていました。
○届書の添付書類の確認不足によるもので
す。

2事業
所1名

未徴収 56,712

○担当者がＡ・Ｂ事業所の担当者様に
お詫びの上、経過説明を行いました。
被保険者様へのお詫びと説明をしてい
ただけるとのことで、お願いしました。ま
た、保険料は次回保険料で調整するこ
とで了承を得ました。
○入力処理を行い、作成した通知書を
交付しました。

○届書受付処理の際は、内容を十分
確認するとともに、添付書類についても
確認を徹底することとしました。

内
部

3

二以上事
業所勤務
被保険者
非選択事
業所の保
険料額算
入漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 三宮
2011年
7月11日

2011年
7月12日

○二以上事業所勤務被保険者に係る非選択
事業所の保険料額を窓口装置により確認した
ところ、保険料額が算入されていないことが判
明しました。

○二以上事業所勤務被保険者の選択事業所
の移管が遡及してあり、二以上事業所勤務被
保険者の非選択事業所について登録する
際、本来、適用年月日を平成１６年７月とすべ
きところ、誤って移管日である平成２３年７月
で処理してしまったことにより、保険料納入告
知額に保険料額が算入されませんでした。
○非選択事業所の適用年月日入力時の入力
誤りによります。

1事業
所1名

― 0

○厚生年金適用調査課長が事業所に
お詫びの上説明し、訂正した納入告知
書を送付する旨お伝えし、了承を得ま
した。
○納入告知書を事業所あてに送付し、
保険料が納付されたことを確認しまし
た。

○厚生年金適用調査課において、非選
択事業所に係る移管年月日は、該当事
業所の適用年月日とすることで保険料
算入漏れを防止するよう周知・徹底しま
した。 内

部

5

労働保険
概算保険
料申告書
の回付遅
延につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

大阪 守口
2011年
6月29日

2011年
7月27日

○ブロック本部より、当所が受付し、労働局へ
回付することとされている労働保険概算保険
料申告書の受付状況を確認してほしいとの連
絡があり、確認したところ、回付遅延が判明し
ました。

○事業所より受付した労働保険概算保険料
申告書を速やかに労働局へ回付すべきとこ
ろ、遅延して回付していました。
○担当者が業務に不慣れだったことによりま
す。

21事
業所

― 0

○担当者が２１事業所にお詫びの上説
明し、了承を得ました。

○受付した届書については、速やかに
労働局へ回付するよう指示しました。

内
部

○担当者が事業所にお詫びの上、経
過を説明しました。また、未徴収の保険
料の金額内訳等を説明し、納付につい
て了承を得ました。
○訂正入力を行い、標準報酬改定通
知書を事業所に交付しました。

○警告リストの従前の標準報酬月額と
の差が５等級以上の警告については、
全件届書のコピーを取り、課長等が正
しく処理されているか窓口装置により確
認を行うよう改めました。
○事務センターに今回の事象を連絡
し、委託業者及び事務センター職員の
チェックについて、再発防止を図るよう
強く要請しました。

外
部

2011年
7月21日

○事業所より、被保険者様の月額変更届につ
いて、改定された標準報酬月額が誤っている
のではないかとのお問合せがあり、確認した
ところ、報酬月額の入力誤りが判明しました。

○委託業者が届書の入力を行った際、報酬
月額を１桁誤って入力していました。
○委託業者の確認不足と、当所職員による入
力後のチェックでも誤りに気付かなかったこと
によります。 1事業

所1名
未徴収 1,848,2586

月額変更
届の入力
誤りについ
て 入

力
誤
り

東京 目黒
2010年
7月22日

2011年
7月29日

○他県の事務センターより、Ａ事業所の被保
険者様に係る賞与記録の照会があり、確認し
たところ、４名の被保険者様に係る賞与支払
届が未入力となっていることが判明しました。

○事務センターにおいて、Ａ事業所の被保険
者様に係る賞与支払届について入力処理と
取消処理の補正処理を行った際に、入力後の
確認を漏らしたため、未入力となっていまし
た。
○事務センターと年金事務所の双方に不慣
れ・確認不足があったものです。 1事業

所4名
その他 663,243

○厚生年金適用調査課の会議におい
て、事務センターの入力処理が終了
し、年金事務所へ回付された届書につ
いては、未入力分がないかのチェックを
徹底するよう周知しました。

4

賞与支払
届の入力
漏れにつ
いて 確

認
・
決
定
誤
り

東京 大田
2010年
1月13日

内
部

○担当者がＡ事業所にお詫びの上説
明し、次回保険料で調整する旨をお伝
えし、了承を得ました。
○１名の方について、年金額の過払い
が発生しているため、お客様あてに、お
詫びと説明の文書及び返納方法申出
書を送付し、お客様から返納方法申出
書を受理し、機構本部に進達しました。
○賞与支払届の入力を行うとともに、
他県の事務センターに回答を行いまし
た。
○保険料が納付されたことを確認しま
した。

1



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

7

７０歳以上
被用者算
定基礎届
の入力誤
りについて

入
力
誤
り

北海道
事務

センター
2010年
9月1日

2011年
7月27日

○年金事務所より、受付した７０歳以上被用
者算定基礎届の従前標準報酬月額相当額に
相違があったため、当事務センターに確認依
頼があり、７０歳以上被用者算定基礎届の入
力誤りが判明しました。

○委託業者が被保険者様の７０歳以上被用
者算定基礎届の入力において、報酬月額を１
桁誤って入力してしまいました。
○委託業者による確認不足と、職員の処理結
果リストとの突合チェック及び決裁においても
入力誤りが発見できなかったことによります。

1事業
所1名

過払い 980,098

○年金事務所の厚生年金適用調査課
長が被保険者様にお詫びの上、経過
説明を行い、過払いとなっている年金
について、今後支払される年金で調整
することで了承を得ました。
○事務センターで７０歳以上被保険者
算定基礎届の訂正入力を行い、決定
通知書を事業所に送付しました。

○報酬月額の桁の見落し、入力誤り防
止のため、１００万円を超える平均報酬
額に蛍光ペンで表示を行い、決定後の
標準報酬月額との点検・突合を確実に
行うことを徹底しました。
○また、委託業者に今回の事象を説明
し、入力誤りを起こさないよう要請し、委
託業者より担当職員に注意喚起した旨
報告がありました。

内
部

8

賞与支払
届の入力
誤りについ
て 入

力
誤
り

北海道
事務

センター
2010年

12月27日
2011年
7月27日

○年金事務所より、ねんきん定期便を見たお
客様が事業所を通じて賞与支払届の入力に
誤りがあるのではないかとのお申出があった
ので、確認してほしいとの連絡があり、確認し
たところ、賞与額の入力誤りが判明しました。

○委託業者が賞与額を見誤っていたこと及び
事務センター職員による入力後のチェック、決
裁で入力誤りに気付かなかったことによるも
のです。

1事業
所1名

未徴収 154,728

○年金事務所の担当者が事業所にお
詫びの上説明し、了承を得ました。
○訂正入力を行い、決定通知書を事業
所あてに送付しました。また、お客様あ
てに正しい被保険者記録を送付しまし
た。

○委託における事後チェックについて、
届書と決定通知書との突合を徹底する
よう指示しました。
○委託業者に対し、今回の事象を説明
し、誤入力の防止及びチェック体制の
強化と再発防止を図るよう要請し、委託
業者から、チェック体制の強化、見直し
を図った旨の報告がありました。

外
部

9

健康保険
被保険者
資格喪失
届の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤
送
信

千葉 松戸
2011年
5月10日

2011年
5月12日

○事業所より、他の事業所名が明記されてい
る７５歳到達者向けの健康保険被保険者資格
喪失届が送付されたとのお申出があり、確認
したところ、資格喪失届を誤送付していること
が判明しました。

○封入前に事業所あての封筒と資格喪失届
を間違えて組み合せしていました。
○また、発送前における複数名による封入物
の内容確認が不十分であったことによるもの
です。

10事
業所
10名

― 0

○厚生年金適用調査課長が全ての事
業所にお詫びの上説明し、お詫びの文
書をお渡しし、了承を得ました。
○全ての事業所において、誤って送付
した資格喪失届と本来送付すべきで
あった資格喪失届との差替を行いまし
た。

○封入の際には必ず、別の事業所の
分が混入していないかどうか確認し、
封入した担当者とは別の担当者が再度
確認の上封緘するよう改めました。 外

部

10

ＦＤの送付
誤りについ
て 誤

送
付
・
誤
送
信

兵庫
事務

センター
2011年
6月7日

2011年
6月27日

○年金事務所より、Ａ事業所にＢ事業所のＦＤ
を誤って送付しているとの連絡があり、確認し
たところ、ＦＤを誤送付していたことが判明しま
した。
○さらに、４事業所にＦＤを誤って送付してい
ることが判明しました。

○委託業者の責任者が１名でＦＤの封入作業
を行い、新規委託員に残りの作業を１名です
るよう指示したこと及びＦＤの封入手順を十分
説明していなかったことによります。
○また、委託業者の責任者及び新規委託員
の情報セキュリティに対する認識が不足して
いたことによるものです。

6事
業所
293名

― 0

○年金事務所の担当者がＡ事業所及
びＢ事業所にお詫びの上説明し、了承
を得ました。併せて誤って送付したＦＤ
を回収し、正しいＦＤをお渡ししました。
○他の４事業所については、事務セン
ターの担当者がお詫びの上説明し、了
承を得ました。併せて誤って送付したＦ
Ｄを回収し、正しいＦＤをお渡ししまし
た。

○委託業者から、封入作業は２人１組
で行い、事業所名・事業所記号のある
ものは、必ず双方が両方を確認した上
で封入すること及び作業チェックシート
を改良し、管理を徹底し、責任者の他
に各部門の管理者を設置し、徹底した
旨の報告を受けました。

外
部

11

算定基礎
届の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤
送
信

東京 新宿
2011年
6月上旬

2011年
7月25日

○Ａ事業所より、算定基礎届が届いたが、Ｂ
事業所のものが同封されていたとのお申出が
あり、確認したところ、算定基礎届の誤送付が
判明しました。

○算定基礎届発送作業の際、事業所整理記
号が類似していたため、同一の事業所である
と誤認し、誤って封入してしまいました。
○算定基礎届封入作業の際の事業所整理記
号の確認不足及び再チェックの際にも、誤封
入を発見することができませんでした。

2事業
所15名

― 0

○担当者がＡ事業所にお詫びの上説
明し、了承を得ました。誤って送付した
Ｂ事業所の算定基礎届を回収しまし
た。
○担当者がＢ事業所にお詫びの上、経
過説明しました。改めて算定基礎届を
送付することで了承を得たため、算定
基礎届をＢ事業所あてに送付しました。

○封入・封緘の際は必ず２名以上で行
い、再チェックの際には必ず封筒の宛
名と封入物に相違がないかを確認する
ことを周知・徹底しました。

外
部

○標準報酬決定通知書を送付する際、Ａ事業
所の算定基礎届に添付されていた社会保険
労務士あての返信用封筒を誤ってＢ事業所の
標準報酬決定通知書にホチキスで止め、その
後のチェックでも気付かずに誤ってＡ事業所
の受託社会保険労務士へ送付したものです。
なお、Ａ事業所の標準報酬決定通知書は当事
務センターの封筒で社会保険労務士へ送付し
ていました。
○算定基礎届総括表に記載されている社会
保険労務士名と封筒の社会保険労務士名を
十分に確認せずにホチキス止めして、チェック
担当職員もそのことに気付かずに封入・封緘
して送付したものです。

○社会保険労務士あての返信用封筒
が添付されている場合は、総括表と封
筒の宛名を複数名でチェックすることを
徹底するよう指示しました。

外
部

12

標準報酬
決定通知
書の誤送
付につい
て 誤

送
付
・
誤
送
信

沖縄
事務

センター
2011年
7月22日

2011年
7月26日

○年金事務所より、Ａ事業所の受託社会保険
労務士から、受託していないＢ事業所の標準
報酬決定通知書が送付されてきたとのお申出
があり、確認したところ、標準報酬決定通知書
の誤送付が判明しました。

1社会
保険
労務
士

1事業
所12名

― 0

○担当者が社会保険労務士にお詫び
の上説明し、誤送付した標準報酬決定
通知書を返送していただくことで了承を
得ました。
○社会保険労務士から誤送付した標
準報酬決定通知書の返送がありまし
た。
○担当者がＢ事業所にお詫びの上説
明し、改めて標準報酬決定通知書を送
付することで了承を得ました。なお、被
保険者様への説明は事業所から行うと
のお申出があり、お願いしました。
○標準報酬決定通知書をＢ事業所あ
てに送付しました。

2



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

○今回、二以上事業所を解消し、非選択事業
所であるＢ事業所に一括適用の届出があり、
資格喪失の入力は適正に行われていました
が、Ａ事業所の二以上事業所勤務被保険者
に係る保険料の取消入力が漏れていたことに
よります。
○また、Ｂ事業所についても、今までの按分
保険料を取消していませんでした。
○適用担当者と保険料処理担当者との事務
引継ぎが不十分であったためです。

13

二以上事
業所勤務
被保険者
に係る保
険料の納
入告知誤
りについて

未
処
理
・
処
理
遅
延

秋田 本荘
2011年
7月20日

2011年
7月28日

○適用事業所でなくなったＡ事業所より、納入
告知書が送付されてきたとのお申出があり、
確認したところ、二以上事業所勤務被保険者
に係る保険料の納入告知誤りが判明しまし
た。

2事業
所2名

過徴収 179,914

○Ａ事業所の口座振替の停止処理を
行った上で、担当者がＡ事業所にお詫
びの上、説明しました。口座振替の停
止を行ったことをお伝えし、了承を得ま
した。
○担当者がＢ事業所にお詫びの上説
明し、過徴収した保険料は、次回保険
料にて調整することで了承を得ました。
○Ａ事業所の保険料の調定金額の取
消を行い、Ｂ事業所の保険料につい
て、次回保険料で調整しました。

○適用担当者と保険料処理担当者と
の事務引継ぎが確実に行われるよう連
絡簿を作成し、二以上事業所に係る資
格喪失届等は適用担当者が連絡簿を
作成し、受理した届書等一式とともに保
険料担当者に事務引継ぎするよう改め
ました。

外
部

3



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

14

国民年金
第３号該当
関係届に
係る処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京 港
2004年

10月12日
2011年
4月28日

○他年金事務所より、Ａ様の記録が別人であ
るＢ様の基礎年金番号に統合されているた
め、Ａ様の資格取得届が処理できないとの連
絡があり、確認したところ、Ｂ様の国民年金第
３号該当関係届の処理時に、Ｂ様の記録に
誤ってＡ様の記録を統合していたことが判明し
ました。

○担当者がＢ様の国民年金第３号該当関係
届の処理の際、基礎年金番号が不明のため、
誤ってＡ様の基礎年金番号を検索し、氏名と
生年月日が同一であることのみで、Ａ様の記
録をＢ様の記録に統合し、処理してしまったも
のと思われます。
○記録を統合する際において、氏名（旧氏
名）、住所及び職歴等の確認が不十分だった
ことによるものと思われます。

2名 誤還付 49,700

○Ａ様及びＢ様の住所を管轄する年金
事務所へ年金記録の訂正と納付記録
の訂正を依頼し、訂正処理が完了した
ことを確認しました。
○国民年金課長がＡ様及びＢ様にお詫
びの上説明し、了承を得ました。また、
Ｂ様については、国民年金保険料の誤
還付について説明し、返納されたことを
確認しました。

○記録の統合をする際には、必ず氏
名、生年月日、住所、職歴等によりご本
人様の記録であることを十分に確認し
た上で処理するよう周知・徹底しまし
た。 内

部

15

国民年金
任意加入
に係る喪
失予定年
月日の誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 大田
2007年
9月18日

2011年
7月22日

○６５歳未満喪失予定年月日到達者リストの
確認を行っていたところ、国民年金任意加入
に係る喪失予定年月日を誤って登録していた
ことが判明しました。

○区役所の担当者が、厚生年金の資格を同
月内に取得し、喪失した月も納付月数に含ま
れると誤認していたこと及び当所においても、
資格取得申出書の審査・入力時における確認
不足により、喪失予定年月日の記載誤りに気
付かず、そのまま入力処理をしてしまったこと
によります。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、保険料の取扱いを機構本部に協議
することとしました。
○機構本部より、口座振替による前納
保険料額との差額について、領収して
も差し支えない旨の回答があり、お客
様より保険料を領収し、了承を得まし
た。
○お客様の資格記録を訂正し、保険料
の納付記録を訂正しました。

○資格取得申出書処理時において、喪
失予定年月日を登録する際には、改め
て資格喪失日において基礎年金満額
（４８０月到達）もしくは受給権発生（３０
０月到達）するのかを、必ず複数名で
チェックするよう周知・徹底しました。
○また、区役所へも今回の事象を説明
し、資格取得申出書に係る資格記録の
確認の徹底を要請しました。

内
部

16

国民年金
任意加入
に係る喪
失予定年
月日の誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知
事務

センター
2010年
3月4日

2011年
7月27日

○年金事務所で６５歳未満喪失予定年月日
到達者リストを確認していたところ、基礎年金
満額の４８０月に１ヵ月足りない方を発見した
との連絡があり、確認したところ、喪失予定年
月日を誤って処理していたことが判明しまし
た。

○任意加入申出時の書類に、共済組合の年
金加入期間確認通知書が添付されておらず、
お客様の年金請求時の添付書類により、誤っ
て喪失予定年月日を登録したことにより、４８
０月に１ヵ月足りない日付で入力処理してしま
いました。
○資格取得申出書の入力処理時の審査・確
認及び入力後の決裁において、誤りに気付か
なかったことによります。

1名 未徴収 15,420

○お客様あてにお詫びと説明の文書を
送付したところ、お客様より連絡があ
り、担当者がお詫びの上、説明しまし
た。再度任意加入していただくことで了
承を得たため、資格取得申出書を受理
しました。
○審査・入力処理し、お客様あてに納
付書を送付し、後日、窓口装置により、
保険料が納付されたことを確認しまし
た。

○満額の受給を希望されたお客様の任
意加入及び特例任意加入のお申出に
ついては、共済期間の年金加入期間確
認通知書により確実に審査するよう、
改めて担当者及び決裁者で徹底するこ
とを申し合せました。 内

部

17

国民年金
任意加入
に係る喪
失予定年
月日の誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 天王寺
2007年
6月11日

2011年
8月29日

○６５歳未満喪失予定年月日到達者リストの
確認を行ったところ、喪失予定年月日の入力
誤りが判明しました。

○お客様は老齢基礎年金を満額にするため
任意加入のお申出をされましたが、喪失予定
年月日を登録する際に３ヵ月誤って入力したこ
とによります。
○また、入力後の確認及び決裁においても、
誤りを発見できなかったものです。 1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、取扱いについて、機構本部に協議
することで了承を得ました。
○機構本部より、喪失予定年月日を取
消の上、保険料を領収する旨の回答が
あったため、担当者がお客様に再度お
詫びし、保険料を領収しました。
○喪失予定年月日の取消を行い、正し
い喪失予定年月日を再登録し、納付記
録訂正追加処理をしました。

○国民年金課において、任意加入の喪
失予定年月日の審査の際には、担当
者、担当者以外の職員、課長の決裁時
と３回審査確認を行い、見込額照会に
よる年金額の確認をすることとしまし
た。 内

部

18

資格取得
申出書に
係る処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 一宮
2001年
1月30日

2010年
9月8日

○任意加入中のお客様から、納付書再発行
の依頼があり、納付書を交付の際に年金記録
を確認したところ、資格取得申出書に係る処
理誤りが判明しました。

○受給資格期間の確認不足により、本来、提
出する必要のない資格取得申出書を受付して
しまい、年金請求時期を遅らせたため、時効
により支給できない期間が発生しました。
○誤って受付した記録訂正と資格取得申出書
の処理時の確認不足及び入力後の決裁にお
いて、誤りに気付かなかったことによります。

1名 未払い 1,502,536

○国民年金課長がお客様にお詫びの
上説明し、了承を得ました。
○お客様より年金請求書を提出してい
ただき、機構本部に協議の上、時効を
適用せず遡及して支払しました。

○資格取得申出書の提出時における
お申出内容の確認及び記録訂正処理
を慎重に行うよう周知しました。

内
部

19

国民年金
第３号被保
険者種別
確認届の
処理遅延
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

埼玉 越谷
2010年
12月6日

2011年
6月27日

○お客様の代理人より、第３号被保険者の加
入の手続きを行ったがどうなったのかとのお
申出があり、確認したところ、国民年金第３号
被保険者種別確認届の未処理が判明しまし
た。

○お客様から提出された国民年金第３号被保
険者種別確認届を受付しましたが、不備が
あったため返戻し、再受付後、内容審査の上
処理するところ、処理を保留してしまいまし
た。
○また、届書の未処理状況の確認不足により
ます。

1名 ― 0

○国民年金課長がお客様の代理人に
お詫びの上、説明しました。速やかに
審査の上、通知書を送付することで了
承を得ました。
○国民年金第３号被保険者種別確認
届の入力処理を完了し、お客様に該当
通知書を送付しました。

○国民年金課において、判断困難事案
があった場合には協議を行い、速やか
に処理するよう指示しました。
○また、未処理届書の再確認の徹底を
指示しました。 外

部

4



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

20

国民年金
資格取得
届の未処
理につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

静岡 富士
2006年

1月
2011年
7月14日

○市役所より、国民年金被保険者住所変更
届が回付され、確認したところ、資格取得が未
処理となっていることが判明しました。

○当時は当所で入力処理していましたが、お
客様は未適用者一覧表の職権適用対象の方
であり、処理が漏れていたことによります。

1名 未徴収 578,500

○国民年金課長がお客様にお詫びの
上説明し、了承を得ました。
○お客様の資格取得届を入力しまし
た。

○国民年金課において、課内における
未処理書類の進捗管理とチェックの徹
底を指示しました。

外
部

21

種別変更
届の入力
誤りについ
て 入

力
誤
り

大阪
事務

センター
2011年
4月20日

2011年
5月20日

○年金事務所より、種別変更届を提出された
お客様から、国民年金保険料の納付督励の
電話があったが、なぜこのような電話が入る
のかとのお申出があったとの連絡があり、確
認したところ、種別変更届の入力誤りが判明
しました。

○年金事務所に、平成２３年３月付の第３号
被保険者から第１号被保険者への種別変更
届が提出されましたが、委託業者において、
誤って平成２２年３月と入力してしまいました。
○また、入力後のチェックにおいても見落して
いました。 1名 ― 0

○種別変更年月日の訂正処理を行
い、経過と訂正後の記録をお客様あて
に送付しました。
○お客様に改めてお詫びと説明を行い
たい旨をお伝えしたところ、お客様から
連絡するとのお申出がありましたが、そ
の後、お客様からご連絡がないため、
お問合せがあった場合、引き続き対応
していくこととしました。

○委託業者に対し、今回の事象を説明
し、徹底したチェックをするよう強く要請
しました。

外
部

5



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

22

国民年金
領収済通
知書の回
付漏れに
ついて

受
付
時
の
書
類
管
理
誤
り

福岡
事務
センター

2011年
6月28日

2011年
8月1日

○年金事務所より、お客様から、金融機関で
納付した保険料について、未納の案内がきた
のはどうしてかとのお問合せがあったとの連
絡があり、確認したところ、金融機関から送付
された領収済通知書の封筒の開封が漏れて
いたため、回付漏れにより未処理となっている
ことが判明しました。

○金融機関から国民年金領収済通知書が送
付されてきましたが、受付の際、開封漏れによ
り封筒に入ったまま、回付済封筒として保管さ
れてしまいました。
○また、受付処理の際に、開封済封筒の
チェックを怠ったことによります。 1名 ― 0

○年金事務所の担当者がお客様にお
詫びの上、経過説明を行い、納付記録
を正しく入力することで了承を得まし
た。
○機構本部に確認の上、年金事務所
に納付記録の追加入力を依頼しまし
た。
○年金事務所で納付記録の入力が完
了したことを確認しました。

○管理・厚生年金適用グループにおい
て、今後、開封後の封筒の確認を、開
封した者以外の担当者が行うよう徹底
しました。

外
部

23

口座振替
に係る振
替方法の
確認漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 横浜西
2011年
2月14日

2011年
4月11日

○お客様より、国民年金保険料を口座振替に
よる早割で申出しているのに、割引のない定
額保険料で振替されているとのお申出があ
り、確認したところ、口座振替納付申出書を処
理する際の振替方法の確認漏れが判明しま
した。

○お客様が旧様式の口座振替納付申出書を
使用されていたため、本来、お客様が当月末
振替による早割又は翌月末振替のどちらの振
替方法を希望されているのかを確認した上で
入力処理をすべきところ、担当者がお客様に
確認せずに翌月末振替を選択されているとの
誤った判断をしたことによるものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。定額保険料と早割との差
額について、機構本部に協議すること
としました。
○機構本部より、定額保険料と早割と
の差額を還付する旨の回答があり、お
客様あてに還付請求書を送付し、お客
様から還付請求書の提出があり、還付
しました。

○朝礼において、事務センターとも連携
の上、旧様式の口座振替納付申出書
が届いた際には、お客様に振替方法の
確認を行うことを徹底しました。
○また、お客様が口座振替の変更手続
きをされた金融機関に連絡し、旧様式
の申出書を新様式の申出書に差替しま
した。

外
部

24

口座振替
納付申出
書の確認
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

茨城 土浦
2010年
11月1日

2011年
4月19日

○金融機関より口座振替請求に関する内容
訂正依頼書が届いたため、事務センターから
確認依頼があり、金融機関コードの確認誤り
が判明しました。

○お客様が金融機関コード欄に記入されてい
ましたが、希望された金融機関コードと異なる
ことに気付かず入力したものです。
○金融機関コード表との突合及び金融機関へ
の確認を行わず、入力後のリストチェックでも
誤りを発見できませんでした。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、機構本部に協議することで了承を
得ました。
○機構本部から回答があり、お客様よ
り口座振替での前納保険料額を領収
し、納付記録の入力処理を行いまし
た。

○処理結果リストの確認時において、
金融機関コードのチェックのみならず、
金融機関名及び支店名もチェックする
こととしました。
○また、委託業者に対して今回の事象
を情報提供しました。

外
部

25

口座振替
納付申出
書の確認
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

静岡
事務
センター

2010年
7月14日

2011年
5月27日

○年金事務所より、口座振替不能者一覧表に
口座振替依頼書なしとの理由で、口座振替不
能となっているとの連絡があり、確認したとこ
ろ、金融機関に金融機関用の口座振替依頼
書が未送付であることが判明しました。

○担当者が口座振替納付申出書の事前審査
の際、金融機関の確認印がないことを見落し
ていたことによります。
○また、入力処理後においても、気付かな
かったことによるものです。 1名 ― 0

○年金事務所の担当者がお客様にお
詫びの上、説明しました。付加保険料
を含む１年前納と同額での保険料の納
付について、機構本部に協議すること
としました。
○機構本部から回答があり、お客様よ
り保険料を領収し、了承を得ました。

○金融機関確認印の有無や金融機関
コードなど、届書入力前の事前内容審
査において、ダブルチェックを行い、慎
重に行うよう周知しました。

内
部

26

口座振替
納付申出
書の処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

静岡
事務
センター

2011年
1月26日

2011年
5月17日

○年金事務所より、お客様から国民年金保険
料が口座振替されていないとのお申出があっ
たとの連絡があり、確認したところ、口座振替
納付申出書の処理誤りが判明しました。

○お客様が国外より転入のため第１号被保険
者となり、数日の内に国外転出のため、国民
年金任意加入資格取得申出書を提出されま
した。
○それぞれの口座振替納付申出書を金融機
関に口座確認し、その後の処理において入力
処理不要と誤って判断したため、口座振替が
終了したままの状態となっていました。
○担当者の確認不足により、届書を処理しな
かったことによるものです。

1名 ― 0

○年金事務所の担当者がお客様にお
詫びの上、説明しました。前納と同額の
保険料の納付について、機構本部に協
議することとしました。
○機構本部から回答があり、お客様よ
り保険料を領収し、了承を得ました。

○資格取得届と同時に口座振替納付
申出書の提出があった場合は、上部余
白に提出の契機を朱書により記載する
よう改めました。

外
部

27

国民年金
追納保険
料の収納
処理誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 豊岡
2009年
2月17日

2011年
7月6日

○お客様が提出された年金加入記録回答票
に、国民年金追納保険料を納付したはずとの
記載があったと事務センターから照会があり、
確認したところ、誤って還付処理していること
が判明しました。

○平成１１年８月分から１１月分の国民年金追
納保険料の収納処理の際、追納期間の納付
確認が不十分であったため、過誤納者整理票
の処理を誤り、誤って還付処理してしまいまし
た。

1名 誤還付 63,800

○担当者がお客様に電話し、お詫びの
上説明し、誤還付した保険料を返納し
ていただくことで了承を得ました。
○納付記録の訂正処理を行い、お客様
あてに納付書を送付し、保険料が納付
されていることを確認しました。

○入力チェック時の手順を再確認し、入
力チェック時には二重チェックをするよ
う周知・徹底しました。

外
部

6



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

28

免除審査
に係る所
得の確認
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

京都
事務

センター
2011年
3月18日

2011年
7月11日

○市役所より、お客様に係る平成２２年度免
除の結果について照会があり、確認したとこ
ろ、お客様の所得の確認を誤っていたことが
判明しました。

○本来、世帯主様の所得を調査の上、所得審
査を行うべきところ、世帯主様の所得の確認
を怠り、お客様のみの情報で所得審査を行
い、誤って全額免除で承認してしまいました。
○免除審査時における確認不足によります。 1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、誤った結果の免除承認通知書を返
送していただくことで了承を得ました。
○再審査を行い、お客様あてに国民年
金保険料免除・納付猶予承認通知書を
送付しました。

○免除審査対象者の所得書類の確認
を徹底するよう指示しました。

外
部

29

国民年金
保険料の
口座振替
による１年
前納申込
期限の確
認漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 横浜南
2011年
1月19日

2011年
4月4日

○お客様が配偶者様の平成２３年度分納付
書を持参され、平成２３年度の口座振替によ
る１年前納の申込書類が４月に届くとの説明
を受けたとのお問合せがあり、確認したとこ
ろ、職員の確認漏れにより、申込期限を過ぎ
ていることが判明しました。

○お客様から、平成２３年４月分以降の国民
年金保険料の納付方法の相談の際に、担当
者が１年前納納付書の送付時期についての
み説明し、口座振替による１年前納の申込期
限を説明していなかったことによります。
○また、お客様の希望されていた納付方法に
ついて、担当者の確認が不足していたことに
よります。

1名 過徴収 580

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、取扱いを機構本部に協議することと
しました。
○機構本部より、提出期日の経過した
口座振替申出書による１年前納は認め
られない旨の回答があり、担当者がお
客様に再度お詫びの上、説明しました
が、ご納得いただけませんでした。ただ
し、納付書により前納することについて
は、了承を得ました。

○国民年金課において、国民年金保険
料納付に関するお問合せについては、
納付方法の確認及び申込期限のある
ものは、その確認を徹底し、お客様に
説明するよう周知しました。

外
部

30

国民年金
保険料口
座振替納
付申出書
に係る入
力時期の
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 吹田
2011年
5月6日

2011年
6月2日

○お客様より、国民年金保険料が口座振替さ
れていないとのお申出があり、確認したとこ
ろ、口座振替申出書の入力時期を誤ったこと
により、口座振替が停止していることが判明し
ました。

○金融機関からの情報が反映されていないに
もかかわらず、口座振替納付申出書を入力し
てしまったため、金融機関からの口座振替停
止の情報が反映されてしまい、振替されませ
んでした。
○入力時の確認不足及び入力後の決裁にお
いて、気付かなかったことによります。

1名 ― 0

○国民年金課長がお客様にお詫びの
上、説明しました。口座振替による前納
と同額で納付したいとのお申出があり、
機構本部に協議することとしました。
○機構本部から回答があり、お客様か
ら保険料を領収し、了承を得ました。
○納付記録の入力を行いました。

○国民年金課において、口座振替納付
申出書の入力の際は、納付状況及び
口座振替情報画面の確認を慎重に行
うよう周知しました。

外
部

31

国民年金
免除申請
書等の未
処理につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

静岡 三島
2006年
6月1日

2011年
3月15日

○事務所内整理を行ったところ、封筒に入っ
た状態の国民年金免除申請書及び学生納付
特例申請書が帳票保管スペースで発見され、
確認したところ、未処理であることが判明しま
した。

○申請書の管理を担当者１名が行っていたこ
と及び引継ぎされるべき未処理の届書等の進
捗管理がされていなかったことによります。

41名 ― 0

○免除申請書等の審査を完了し、事務
センターへ入力依頼の上、事務セン
ターより承認通知書及び却下通知書の
送付を受けました。
○国民年金課長が承認及び却下を決
定したお客様にお詫びの上説明し、通
知書を交付し了承を得ました。また、管
轄外にお住いのお客様に対しては、決
定通知書にお詫びの文書を同封し、送
付しました。

○所長が朝礼及び管理職会議におい
て、未処理書類については各課・室内
共有の保管スペースに保管し、進捗管
理の徹底を指示しました。

内
部

32

免除申請
の取下げ
に係る国
民年金保
険料納付
書の発行
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

神奈川 港北
2011年

5月
2011年
7月28日

○お客様より、平成２３年５月分の国民年金
保険料納付書（付加込み）が届かないとのお
申出があり、確認したところ、納付書を発行し
ていなかったことが判明しました。

○免除申請がされていたため、納付書発行抑
止処理を行いました。
○お客様より、免除申請書の取下げのお申出
を受けた際、納付書発行抑止処理を解除し、
納付書を発行すべきところ、この処理を怠って
しまいました。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上、経
過を説明しました。付加保険料の取扱
いについて、機構本部に協議すること
としました。
○機構本部からの回答により、付加保
険料を現金領収し、了承を得ました。
○納付記録の追加を行いました。

○国民年金課において、原因について
再確認を行い、今後の免除処理及び各
届書入力時における確認の徹底を指
示しました。

外
部

33

資格取得
届の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

徳島
事務

センター
2011年
2月18日

2011年
6月2日

○年金事務所より、お客様から納付督励の電
話があり、最初から納付書が届いていないと
のお申出があったとの連絡があり、確認したと
ころ、資格取得届の入力誤りが判明しました。

○資格取得届の入力の際、納付書抑止表示
を誤って入力したため、納付書の作成がされ
ませんでした。
○資格取得届の入力処理の際の確認不足及
び入力後の決裁において、誤りに気付かな
かったことによります。 1名 過徴収 2,080

○年金事務所の担当者がお客様にお
詫びの上、説明しました。前納による納
付額での納付を強く希望されたため、
機構本部に協議することとしました。
○機構本部より、前納による納付額で
の領収はできない旨の回答があり、お
客様に説明し、了承を得たため、納付
書をお渡ししました。
○お客様が保険料を納付されたことを
確認しました。

○処理結果リストのチェックに当たり、
納付書抑止表示については印を付すこ
ととし、特に慎重に処理を行うよう周
知・徹底しました。

外
部

7
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判明
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34

口座振替
納付申出
書の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

静岡
事務

センター
2010年
5月20日

2011年
5月31日

○年金事務所より、お客様からご主人様の口
座による口座振替納付申出書を提出したが、
お客様の保険料が振替されていないとのお申
出があったとの連絡があり、確認したところ、
口座振替納付申出書の入力誤りが判明しまし
た。

○委託業者が口座名義人の氏名を誤って入
力していました。
○また、職員の二次チェックにおいても誤りを
見落していました。

1名 ― 0

○年金事務所の担当者がお客様にお
詫びの上、説明しました。保険料の納
付について、機構本部に協議すること
としました。
○機構本部からの回答により、お客様
から保険料を領収し、了承を得ました。
○納付記録の補正処理をしました。

○委託業者による２回のチェックに加
え、職員において処理結果リストと口座
振替納付申出書原本の照合による３回
目のチェックを行うこととしました。
○委託業者に今回の事象を説明し、入
力及び入力後の確認を慎重に行うよう
強く要請しました。

外
部

35

口座振替
納付申出
書の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

滋賀
事務

センター
2011年
4月11日

2011年
6月27日

○年金事務所より、お客様から国民年金保険
料が口座振替されていないとのお申出があっ
たとの連絡があり、確認したところ、口座振替
納付申出書の入力誤りが判明しました。

○委託業者が口座番号を誤って入力していま
した。
○また、その後のチェック時においても見落し
たことによるものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。口座振替納付申出書を、
正しい口座番号にて再入力しました。
○口座振替による１ヵ月前納額で納付
を希望され、機構本部に協議し、領収
可能との回答により、お客様から現金
領収し、了承を得ました。

○事後審査時のチェックを見直し、再度
注意喚起しました。
○委託業者に今回の事象を説明し、入
力時及び入力後の確認に細心の注意
を払うよう強く要請しました。

外
部

36

口座振替
納付申出
書の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

山梨
事務

センター
2010年

11月29日
2011年
8月1日

〇年金事務所より、お客様から口座振替の状
況について確認してほしい旨のお問合せが
あったとの連絡があり、確認したところ、預金
種別を誤って入力していたことが判明しまし
た。

○委託業者が入力処理をした際、本来、預金
種別を当座預金で入力すべきところ、誤って
普通預金で入力していました。
○また、事後審査での読み合せ及び決裁時
の確認の際にも、誤りを発見できなかったこと
によります。 1名 過徴収 450

〇担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
〇口座振替納付申出書の訂正入力処
理を行い、口座振替の案内通知をお客
様あてに送付しました。

〇朝礼にて、職員による入力チェックを
徹底するよう指示しました。
○委託業者に、口座振替納付申出書
の預金種別が入力確認の重点項目で
あることを伝えたところ、委託業者より、
担当者に入力項目の慎重な確認を徹
底するよう注意喚起したとの報告があ
りました。

外
部

37

付加保険
料納付書
の作成誤
りについて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

神奈川 横浜西
2010年
5月28日

2011年
5月20日

○お客様より、付加保険料納付記録がないと
のお申出があり、確認したところ、保険料種別
を誤って納付書を作成していたことが判明しま
した。

○お客様からの依頼により、前納納付書を作
成した際、本来、付加保険料を含む前納納付
書を作成すべきところ、誤って付加保険料を
含まない前納納付書を作成してしまいました。
○納付書作成処理の際、誤った種別を入力し
てしまったこと及び入力後の確認が不十分で
あったことによるものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、機構本部に協議することで了承を
得ました。
○機構本部より、付加保険料を前納と
同額で領収可能との回答があり、お客
様に連絡し、保険料を領収しました。
○お客様の付加保険料納付記録を訂
正しました。

○納付書を作成する際には、必ず被保
険者記録画面により付加保険料の有
無について確認することを周知・徹底し
ました。

外
部

38

国民年金
保険料納
付書の作
成誤りにつ
いて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

長野 松本
2011年
3月8日

2011年
6月14日

○お客様より、委託業者の訪問員に４ヵ月分
の納付書４枚の作成を依頼したが、１ヵ月分
（１枚）しか届かなかったとのお問合せがあり、
確認したところ、委託業者から当所への納付
書作成依頼が１ヵ月分（１枚）のみであること
が判明しました。

○委託業者へ経緯を確認したところ、納付書
の作成依頼は、訪問員が携帯端末に入力し
た内容がそのまま年金事務所へ依頼書として
送付されるとのことで、訪問員の入力誤りによ
ります。
○お客様について、訪問員が訪問結果を携帯
端末に入力する際に、４ヵ月分と入力すべきと
ころ、誤って１ヵ月分と入力してしまったもので
す。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、時効により納付できなくなった保険
料の取扱いについて、機構本部に協議
することで了承を得ました。
○機構本部より、債務承認による時効
中断があったものとして取り扱うよう回
答があり、保険料を領収しました。

○委託業者の訪問員管理担当者に対
し、再発防止の徹底を要請したところ、
今回の事象を全訪問員に対し説明し、
再発防止を徹底するとの報告がありま
した。
○また、納付書の発行依頼の際、発行
漏れのないよう発行時の確認の徹底を
周知しました。

外
部

39

国民年金
保険料還
付請求書
の返戻時
における誤
送付につ
いて

誤
送
付
・
誤
送
信

宮城
事務

センター
2011年
7月11日

2011年
7月12日

○Ａ様より、還付請求書を提出したところ、不
備があるとして書類が返戻されたが、書いた
覚えがない還付請求書が送付されたとのお申
出があり、確認したところ、Ｂ様あての返戻書
類をＡ様に誤って送付していたことが判明しま
した。

○還付請求書の提出がＡ様とＢ様から提出が
ありました。Ｂ様の還付請求書に書類不備が
あったため、本来、Ｂ様あてに返戻すべきとこ
ろ、同姓同名の別人であるＡ様に誤って送付
してしまいました。
○還付請求書と送付された封筒を取り違えて
セットし、十分確認せずに送付したことにより
ます。

2名 ― 0

○担当者がＡ様にお詫びの上説明し、
誤って送付した還付請求書を返送して
いただくことで了承を得ました。
○Ａ様より還付請求書の返送がありま
した。
○担当者がＢ様にお詫びの上説明し、
了承を得ました。Ｂ様あてに還付請求
書を送付し、再度提出がありました。

○朝礼において、お客様あてに送付す
る際には、２名以上で慎重に確認し、送
付するよう周知・徹底しました。

外
部

8



整理
番号
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40

国民年金
保険料の
納付に係
る説明誤り
について

説
明
誤
り

静岡 浜松西
2011年
5月初旬

2011年
6月2日

○お客様より、平成２１年３月分の国民年金
保険料を重複納付したことについて問合せ
し、平成２１年４月分に充当される旨回答を得
たが、後日、平成２１年３月分の還付請求書
が届いたとのお申出があり、確認したところ、
保険料の納付に係る説明誤りが判明しまし
た。

○平成２１年２月分の重複納付により充当さ
れた平成２１年３月分を、お客様が重複して納
付されたことにより、本来、還付となる旨説明
すべきところ、誤って平成２１年４月分に充当
すると説明したことによります。
○また、年度により保険料額が異なることの
認識不足によるものです。 1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。時効により納付できなく
なった平成２１年４月分の保険料につ
いて、機構本部に協議することとしまし
た。
○機構本部より、納付は認められない
との回答があり、お客様に回答を説明
しましたが、ご納得いただけませんでし
た。
○その後、お客様より還付請求書の再
送付の依頼があり、受理後、還付金の
支払が完了しました。

○同様の説明誤りが発生しないよう、
お客様のお申出と納付記録の確認を
徹底するよう指示しました。

外
部

41

国民年金
保険料に
係る納付
期限の説
明誤りにつ
いて

説
明
誤
り

静岡 浜松東
2011年
4月28日

2011年
5月2日

○お客様より、平成２１年３月分の保険料納
付書を交付してほしいとのお申出があり、確
認したところ、職員による納付期限の説明誤り
が判明しました。

○対応した職員が、時効の期限と平成２３年
度の前納納付期限と混同して説明してしまっ
たことにより、平成２１年３月分の保険料が納
付できなくなりました。

1名 ― 0

○国民年金課長がお客様にお詫びの
上説明し、機構本部に協議することで
了承を得ました。
○機構本部より、債務承認による時効
中断があったものとして、領収可能との
回答があり、平成２１年３月分の保険料
をお客様より領収し、領収済報告を処
理しました。

○一般の国民年金保険料時効の期限
と前納の納付期限を混同しないよう周
知・徹底しました。

外
部

○担当者がお客様にお詫びの上、平
成２２年度分免除申請書の再提出をお
願いし、了承を得ました。
○免除申請書を受理後、審査を行い、
全額免除承認となり、免除承認結果通
知書をお客様あてに送付しました。

○会議において、窓口で受理した書類
の確実な引き継ぎを行うこと、特に免除
申請書は受理後、納付督励事蹟の督
励結果欄に申請書受理の入力を行い、
申請書は専用箱にて管理するよう周
知・徹底しました。
○また、免除申請書事務所受理分の受
付簿を作成し、進捗管理することとしま
した。

外
部

2011年
7月29日

○お客様より、国民年金保険料催告状兼納付
書が送付されたが、提出済の国民年金保険
料免除申請書の結果通知書が送付されてい
ないとのお申出があり、確認したところ、国民
年金保険料免除申請書が所在不明となり、承
認等処理がされていないことが判明しました。

○被保険者記録照会の督励結果欄に、平成
２２年申請免除受理との登録がされており、本
来、受理した平成２２年度分申請免除の処理
を行い、お客様へ結果をお知らせすべきとこ
ろ、されていませんでした。
○窓口受付書類の管理が不十分であったこと
によります。

1名 ― 042

国民年金
保険料免
除申請書
の所在不
明につい
て

愛知

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

中村
2011年
1月24日

9
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43

繰下げ請
求書の受
理漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

茨城 土浦
2010年

12月15日
2011年
2月7日

○お客様から街角の相談センターへのお問合
せにより、繰下げ請求書の受理漏れが判明し
ました。

○担当者がお客様から老齢年金裁定請求の
繰下げをすることを確認したにもかかわらず、
翌日の対応を依頼した相談担当者に引継ぎ
が確実にされてなかったことによります。
○また、引継ぎを受けた相談担当者も繰下げ
の確認を漏らしたことによります。

1名 過払い 504,281

○街角の年金相談センター長がお客
様にお詫びの上説明し、了承を得まし
た。
○ブロック本部に協議し、訂正処理可
能との回答があり、訂正処理依頼書及
び返納方法申出書を機構本部に進達
後、訂正処理されたことを確認しまし
た。

○街角の年金相談センターにおいて、
引継ぎを行う際の確認を慎重に行うよ
うに周知しました。
○また、再来所確認シートに繰上げ・繰
下げについての確認欄を設けました。

外
部

44

年金受給
選択申出
書の記入
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

青森 青森
2009年

11月26日
2011年
3月2日

○老齢年金裁定請求書、年金受給選択申出
書及び未支給年金請求書を提出されたお客
様より、支払となった金額が相談時に説明を
受けた金額より少ないとのお問合せがあり、
確認したところ、提出された年金受給選択申
出書に記入誤りがあったことが判明しました。

○年金受給選択申出書の受けようとする年金
の年金コード記載欄に誤って年金コードを記
入してしまったことによります。
○また、年金受給選択申出書を進達する際、
その記入内容の確認が不十分であったことに
よります。

1名 未払い 55,866

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○機構本部に連絡の上、訂正依頼し、
処理が完了したことを確認しました。

○お客様相談室において、年金受給選
択申出書の記載内容を十分確認する
よう注意喚起しました。
○また、事務センターへも情報提供し、
職員への周知を依頼しました。

外
部

45

老齢基礎・
老齢厚生
年金の繰
下げ意思
確認書の
受理漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 大田
2011年
1月18日

2011年
3月15日

○お客様が街角の年金相談センターに６５歳
の支給額変更通知書を持参の上、繰下げ請
求についてお問合せがあり、確認したところ、
６５歳時における老齢基礎・老齢厚生年金の
繰下げ意思確認書の受理漏れが判明しまし
た。

○お客様が６５歳になられる直前に老齢厚生
年金の請求をされた際、相談担当者の認識誤
りにより、年金裁定後に、６５歳裁定請求書
（はがき）が送付されるので、これに繰下げ希
望を記入して提出すれば繰下げができると
誤った説明をしてしまいました。
○また、繰下げについて確認を漏らし、説明を
行わなかったことによります。

1名 ― 0

○街角の年金相談センター長がお客
様にお詫びの上説明し、６５歳以降の
繰下げ意思確認書を受理し、了承を得
ました。
○機構本部に６５歳裁定処理の取消を
協議し、取消可能との回答により、機構
本部に再裁定関係書類を進達し、６５
歳裁定の取消処理がされたことを確認
しました。

○お客様相談室において、６５歳到達
日が近いお客様の老齢年金裁定請求
書を受付する際には、必ず繰下げの意
思について確認するよう周知・徹底しま
した。 外

部

46

共済組合
移管記録
の確認漏
れによる再
裁定誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

北海道
新

さっぽろ
2009年

11月30日
2011年
4月8日

○事務センターより、お客様から提出されたね
んきん特別便の調査完了分の書類の回付が
あり、内容を確認したところ、共済組合移管記
録の確認漏れにより、既にお客様に送付した
回答書及び年金額仮計算書が誤っており、過
払いが発生していることが判明しました。

○お客様から、ねんきん特別便による年金記
録漏れに関する申立及びお客様のご家族より
期間調査依頼が重複して提出され、ご家族よ
り提出された期間調査の回答を行う際に、期
間調査依頼の重複受付の確認及びその処理
状況の確認を怠ったことによります。
○また、判明した記録が、共済移管記録の可
能性があるにもかかわらず、調査を行わずに
年金額仮計算書の提出を求め、受理し、支払
してしまったことによるものです。

1名 過払い 14,586,730

○担当者がお客様にお詫びの上、経
過説明を行い、了承を得ました。お客
様より、年金記録の訂正及び年金額の
再計算の見直しに関する申出書を提出
していただきました。
○年金記録の訂正の関係書類一式を
機構本部に進達し、再裁定が完了した
ことを確認しました。
○お客様より、返納方法申出書を提出
いただき、機構本部に進達しました。

○年金記録課において、共済組合の移
管年月日以前の厚生年金記録が判明
した場合は、必ず被保険者期間の共済
組合移管有無の確認を行うとともに、
回答に当たり、同一のお客様から記録
照会がないかどうかを確認し、ある場
合には回答内容を確認するよう周知・
徹底しました。
○事務センターへ今回の事象の情報
提供を行い、注意喚起しました。

内
部

47

年金受給
選択申出
書の受理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 加古川
2011年
1月7日

2011年
4月20日

○お客様より、厚生年金基金と併せて受給す
るため、老齢厚生年金を選択したが、障害厚
生年金が支給されているとのお申出があり、
確認したところ、年金受給選択申出書の受理
誤りが判明しました。

○お客様より年金受給選択申出書及び診断
書の提出の際に、障害厚生年金を受給した場
合の厚生年金基金の受給についての確認を
漏らし、さらに備考欄に有利選択の記載をし
たまま年金受給選択申出書を受付したことに
よるものです。

1名 過払い 437,550

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。取扱いについて、ブロック
本部に協議することとしました。
○ブロック本部より訂正処理可能との
回答があり、お客様から提出された返
納方法申出書と関係書類一式を機構
本部に進達しました。
○訂正処理が完了し、お客様に次回支
払より過払い分を調整することを説明
し、了承を得ました。

○お客様相談室において、厚生年金基
金を受給されているお客様の相談に際
し、お客様の年金受給状況を十分確認
し、お客様にも選択方法を十分理解し
ていただいた上で年金受給選択申出書
の受付をすることとしました。 外

部

48

年金受給
選択申出
書の受理
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

島根 出雲
2009年
4月16日

2011年
4月20日

○機構本部から年金受給選択申出書が返戻
され、確認したところ、年金受給選択申出書の
受理漏れが判明しました。

○遺族厚生年金を決定する際に、受給済の
老齢厚生年金との年金受給選択申出書を３
枚受理すべきところ、２枚の年金受給選択申
出書により選択処理を行ったため、遺族年金
と老齢年金の差額が発生したものです。
○審査時において、老齢厚生年金の受給額
が遺族厚生年金より低額になるにもかかわら
ず、お客様へ確認を行わないまま裁定処理を
行い、年金受給選択申出書の追加提出を求
めなかったことによります。

1名 未払い 16,221

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上説明し、了承を得ました。
○機構本部に訂正処理依頼書を進達
し、処理が完了し、支払予定時期を確
認しました。

○お客様相談室において、年金相談時
における留意事項及び相談受理後の
対応の徹底を周知しました。

内
部

10



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

49

年金受給
選択申出
書等の受
理漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 川越
2009年
9月8日

2011年
3月11日

○お客様より、年金の支払について、遡って
支払がない旨のお申出があり、確認したとこ
ろ、年金受給選択申出書等の受理漏れが判
明しました。

○障害厚生年金裁定請求書を受付した際に、
お客様は厚生年金を資格喪失されており、特
別支給の老齢厚生年金の受給中であったこと
から、障害者特例請求書について説明しまし
たが、年金受給選択申出書と障害者特例請
求書の提出を求めていなかったことによりま
す。

1名 未払い 608,536

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、ブロック本部に協議することで了承
を得ました。
○ブロック本部より訂正処理可能との
回答があり、訂正処理依頼書を機構本
部に進達し、訂正処理が完了したこと
を確認しました。

○お客様相談室において、障害厚生年
金請求時における障害者特例請求の
説明及び老齢年金受給の有無につい
て確認を行うよう周知しました。 外

部

50

旧三共済
に係る老
齢年金の
裁定誤りに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

東京 港
2000年
6月8日

2011年
5月11日

○他年金事務所より、「お客様の老齢厚生年
金について、共済加入期間の処理が誤ってい
るのではないか」との連絡がありました。
○確認したところ、旧三共済期間を誤って共
済加入期間として裁定していたことが判明しま
した。

○お客様は旧三共済に加入されていたため、
旧三共済期間として入力すべきところ、一般
の共済組合期間で入力したため、基礎年金の
みの受給となってしまいました。
○当時の担当者の確認漏れによります。

1名 その他 159,420

○お客様あてに、お詫びの文書を送付
しました。
○取扱いをブロック本部に協議したとこ
ろ、訂正処理可能との回答がありまし
た。
○他年金事務所にお客様が来所され
たため、他年金事務所の担当者がお詫
びの上、経過を説明し、了承を得まし
た。また、返納方法申出書を受理しまし
た。
○年金訂正申出書及び返納方法申出
書を機構本部に進達し、処理が完了し
たことを確認しました。

○お客様相談室において、裁定請求書
を受理する際には、共済加入期間の確
認を徹底するよう周知しました。

内
部

51

遺族年金
の裁定誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 横浜中
1996年
3月25日

2011年
5月25日

○お客様より、遺族年金の受給についてお問
合せがあり、確認したところ、遺族厚生年金の
受給要件を満たしているにもかかわらず、遺
族基礎年金のみが決定されていたことが判明
しました。

○お客様の配偶者様が国民年金加入中に死
亡されていたため、担当者が遺族厚生年金の
受給要件の確認を漏らしたことによるもので
す。
○また、担当者の確認不足により、遺族基礎
年金の請求書のみを受理したことによるもの
です。 1名 未払い 8,642,082

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。取扱いについて、
機構本部に協議することとしました。
○遺族基礎年金を取消し、お客様から
遺族厚生年金裁定請求書を受理し、事
務センターに回付しました。
○機構本部より、時効を適用せず遡及
して支払する旨の回答があり、事務セ
ンターに協議結果を送付しました。
○お客様に年金が支払されたことを確
認しました。

○お客様相談室において、国民年金加
入中に死亡された方であっても、遺族
厚生年金の受給要件を必ず確認するこ
とを周知・徹底しました。

外
部

52

年金受給
選択申出
書の受理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

群馬 太田
2011年
3月2日

2011年
5月30日

○お客様より、年金受給選択申出書を説明さ
れたとおりに提出したら、年金額が以前より少
なくなったとのお申出があり、確認したところ、
年金受給選択申出書の受理誤りが判明しまし
た。

○担当者が障害厚生年金を受給しても厚生
年金基金には影響しないと誤った認識をして
いたため、本来、老齢厚生年金と障害基礎年
金を選択すべきところ、年金見込額を誤って
算出し、障害厚生年金と障害基礎年金を選択
させてしまったことによります。
○また、お客様の受給状況の確認不足により
ます。

1名 その他 743,208

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。取扱いについて、ブロック
本部に協議することとしました。
○ブロック本部より、訂正処理可能との
回答があり、機構本部に関係書類一式
を進達しました。
○支払調整により訂正後の支払になる
ことを確認し、担当者がお客様に再度
お詫びの上、次回支払時より支払調整
する旨をお伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室において、選択替の場
合には、お客様の受給状況をよく確認
の上、年金見込額を算出し、確認する
よう周知・徹底しました。

外
部

2011年
5月30日

○市役所の介護保険担当者より、現在特別
徴収している方について、平成２３年度の年
次データと突合したところ、基礎年金番号の相
違がある旨の連絡があり、確認したところ、Ａ
様の介護保険料と国民健康保険料を、誤って
Ｂ様から特別徴収していたことが判明しまし
た。

○Ａ様が転入される前にお住まいだった市役
所より、Ａ様の基礎年金番号の照会があり、
氏名索引の際に、氏名の読み仮名と生年月
日が同一のＢ様の基礎年金番号と住所を確
認せず誤って回答してしまい、誤って記載され
たＢ様の基礎年金番号により、Ａ様から提出さ
れた年金受給権者住所変更届を処理してい
ました。
○また、お客様相談室長及び担当者も特別徴
収に影響が出ることに気が付きませんでし
た。

53

介護保険
料等に係
る特別徴
収誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

静岡 掛川
2010年

10月15日
1市町
村2名

その他 145,400

○お客様相談室において、市町村から
基礎年金番号の照会があった場合に
ついては、氏名、生年月日、住所を確
認した上で回答することを全職員に周
知・徹底しました。
○また、特別徴収のスケジュール及び
介護原簿の見方を確認しました。

外
部

○Ａ様とＢ様に係る住所記録を訂正し
ました。
○お客様相談室長がＡ様にお詫びの
上説明し、介護保険料等について、市
役所へ納付していただくことで了承を得
ました。
○お客様相談室長がＢ様にお詫びの
上説明し、機構本部に協議の上、過徴
収した分について、年金の未払い分と
して支払する旨と支払時期をお伝えし、
了承を得ました。
○市役所の担当者とお客様相談室長
がＡ様を訪問し、介護保険料等を領収
しました。
○Ｂ様に支払されたことを確認しまし
た。

11
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54

標準報酬
改定請求
書の添付
書類漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

鹿児島
事務

センター
2011年
2月15日

2011年
5月27日

○標準報酬改定請求者の方より、審判確定
証明書の発行履歴について開示請求の申請
が家庭裁判所にあり、家庭裁判所より事務セ
ンター保管の標準報酬改定請求書に審判確
定証明書添付の有無の照会があり、確認した
ところ、審判確定証明書の添付がない状態で
改定請求を入力していたことが判明しました。

○標準報酬改定請求書を入力する際、添付
書類の確認を怠っていたことによります。
○また、決裁においても誤りを発見できなかっ
たものです。

2名 ― 0

○お客様あてに審判確定証明書の提
出を依頼する文書を送付しました。
○お客様より、審判確定証明書を受理
の上、処理を行い、標準報酬改定通知
書を作成しました。
○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。標準報酬改定通
知書(取消)と標準報酬改定通知書をお
詫びの文書とともにお客様あてに送付
しました。

○お客様相談室において、今後、必要
書類について、複数名で確認して処理
を行うことを周知・徹底しました。

外
部

55

振替加算
の加算誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

長崎 佐世保
1992年
6月25日

2010年
11月29日

○事務センターより、進達した再裁定申出書
の返戻があり、確認したところ、振替加算の加
算誤りが判明しました。

○裁定請求書入力の際に、配偶者様の厚生
年金加入期間が６０月であったことから、配偶
者状態表示を振替加算なしと入力すべきとこ
ろ、誤って振替加算ありと入力してしまったこ
とによります。 1名 過払い 1,256,516

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上説明し、了承を得ました。また、返
納方法申出書については、後日送付が
ありました。
○ブロック本部に確認の上、機構本部
に訂正処理依頼書及び返納方法申出
書を進達しました。

○お客様相談室において、裁定請求書
を受付する際の配偶者状態表示の確
認・点検を十分行うよう周知・徹底しま
した。

内
部

56

繰下げ請
求時にお
ける請求
書の受理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

大分 大分
2011年
2月14日

2011年
6月10日

○お客様より、年金額改定通知書についてお
問合せがあり、確認したところ、繰下げ請求時
における請求書の受理誤りが判明しました。

○お客様より、繰下げ請求のお申出があり、
本来、老齢基礎・老齢厚生年金支給繰下請求
書をお渡しすべきところ、誤って老齢基礎・老
齢厚生年金裁定請求書（６５歳支給）をお渡し
し、受理したことによります。
○請求書の受理時における確認誤りによるも
のです。

1名 過払い 1,098,711

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、訂正処理することで了承を得まし
た。また、繰下げ請求書及び返納方法
申出書を受理しました。
○ブロック本部に協議の上、機構本部
に再裁定関係書類一式を進達し、処理
が完了したことを確認しました。

○お客様相談室において、請求書等の
配布及び受理時における確認を徹底す
るよう周知しました。

外
部

57

国民年金
第３号被保
険者特例
届の確認
漏れによる
６５歳裁定
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 一宮
1998年
2月20日

2011年
6月30日

○年金記録課の担当者が判明記録の確認を
行っていたところ、６５歳到達前に第３号特例
届の処理がされているにもかかわらず、６５歳
裁定時に第３号特例の期間が老齢基礎年金
の金額に反映されていないことが判明しまし
た。

○６５歳裁定による老齢基礎年金について
は、６５歳までに国民年金の被保険者記録が
収録されていても、特別支給の老齢厚生年金
の裁定原簿に収録されていないと年金額には
反映されないことについて認識不足であった
こと及び訂正報告書の進達が漏れていたこと
によります。
○国民年金第３号特例届処理時の年金原簿
の確認不足によるものです。

1名 未払い 409,874

○機構本部に協議し、第３号特例届の
対象期間を６５歳到達時まで遡って支
払するとの回答により、機構本部に再
裁定関係書類一式を進達しました。
○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○再裁定の処理が完了したことを確認
しました。

○お客様相談室において、お客様から
の電話や窓口の年金相談における被
保険者記録と受給原簿記録との整合
性の確認について周知しました。
○また、国民年金記録を基礎年金番号
の記録に追加した場合は、国民年金課
からの情報提供を受けるとともに、原簿
記録の確認を行い、未収録のものにつ
いては訂正の進達をするよう周知しま
した。

内
部

○担当者がお客様にお詫びの上、改め
て繰下げ請求の意思を確認し、機構本
部に協議することで了承を得ました。
○機構本部より、訂正処理可能との回
答があり、お客様から繰下請求書及び
返納方法申出書を受理し、機構本部に
訂正処理依頼書とともに進達しました。
○訂正処理が完了したことを確認し、
担当者がお客様に改めてお詫びの上、
支払時期をお伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室において、繰下げ請求
が可能なお客様から年金請求があった
場合には、必ず繰下げ請求の意思確
認及び見込額試算や繰下げ請求によ
る影響等の説明を行うことを周知・徹底
しました。

外
部

2011年
6月10日

○繰下げ請求したお客様より、振込金額につ
いてのお問合せがあり、確認したところ、老齢
基礎・厚生年金繰下請求書ではなく、老齢基
礎・厚生年金裁定請求書（６５歳支給）を受理
していたことが判明しました。

○お客様から、以前に繰下げ請求の説明を受
けているとのお申出があったため、見込額試
算や繰下げ請求による影響等の説明を行わ
ず、担当者が繰下げ請求の意思はないものと
誤って判断し、裁定請求書（６５歳支給）を受
付してしまいました。
○また、お客様が６６歳になられていたにもか
かわらず、繰下げ意思の確認を行わなかった
ことによるものです。

1名 過払い 2,609,76358

老齢基礎
年金の繰
下げ請求
に係る繰
下げ意思
の確認漏
れについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京 江東
2011年
4月15日

12
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59

戦時加算
の算入漏
れについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 貝塚
2001年

10月31日
2011年
6月3日

○機構本部より、再裁定関係書類の返戻があ
り、確認したところ、お客様の受給されている
遺族厚生年金に戦時加算の加算漏れが判明
しました。

○本来、死亡された配偶者様の年金記録を確
認の上、戦時加算欄に対象月数を記載すべ
きところ、遺族厚生年金裁定請求書の審査時
において、戦時加算の確認が漏れていたこと
によります。

1名 未払い 335,422

○お客様あてにお詫びと経過説明の文
書を送付しました。
○ブロック本部に協議したところ、訂正
処理可能との回答があり、機構本部に
再裁定報告書を進達し、処理が完了し
たことを確認しました。
○担当者がお客様にお詫びの上、再
裁定が完了したこと及び支払時期をお
伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室において、年金裁定請
求書受付の際には、年金記録を十分に
確認し、説明するよう周知しました。
○また、現在、裁定入力処理は事務セ
ンターが行っているため、事務センター
に今回の事象を情報提供し、注意喚起
を行いました。

内
部

60

老齢基礎
年金６５歳
裁定後に
納付された
国民年金
保険料の
年金額へ
の未反映
について

確
認
・
決
定
誤
り

愛媛 今治

2005年
5月
～

2011年
7月

2011年
7月6日

○ブロック本部からの情報提供により、国民
年金被保険者資格喪失一覧表の確認をした
ところ、８名のお客様に係る老齢基礎年金の６
５歳裁定後に納付した国民年金保険料が、年
金額に反映されていないことが判明しました。

○国民年金被保険者資格喪失一覧表の確認
ができていなかったことによります。

8名 未払い 10,483

○お客様相談室長が８名のお客様に
お詫びの上、事象について説明を行
い、了承を得たため、年金額仮計算書
を受理しました。
○機構本部に再裁定関係書類を進達
し、処理が完了し、支払されたことを確
認しました。

○お客様相談室及び国民年金課にお
いて、国民年金被保険者資格喪失一
覧表の対応について周知・徹底しまし
た。

内
部

61

年金相談
時における
受給要件
の確認不
足につい
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京 渋谷
2010年
3月3日

2011年
6月30日

○お客様より、平成２２年３月に相談した際、
年金の受給要件を満たしていないと説明され
たため、裁定請求書の提出が遅れ、未払い分
が発生したとのお申出があり、確認したとこ
ろ、相談時において受給要件の確認が不足し
ていたことが判明しました。

○お客様が受給開始年齢を過ぎて相談に来
所された際に、受給要件を満たしているかどう
か詳細に確認すべきところ、この確認を十分
に行わなかったため、請求の案内を行わず、
裁定請求書の提出を求めていなかったことに
よります。
○受給要件に関する確認事項に基づき、合算
対象期間の有無を確認していなかったことに
よるものです。

1名 未払い 276,738

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上、説明しました。取扱いについて、
機構本部に協議することとしました。
○機構本部より、時効を適用せず遡及
して支払するとの回答があり、機構本
部に再裁定報告書を進達しました。
○お客様相談室長がお客様に改めて
お詫びの上、支払時期をお伝えし、了
承を得ました。

○お客様相談室において、受給要件を
満たしていないお客様の相談の場合に
は、必ず受給要件に関する確認事項に
基づき、受給要件の確認を行うよう周
知・徹底しました。

外
部

62

振替加算
の加算漏
れについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

京都 京都南
1991年
6月13日

2011年
7月12日

○お客様より、ご主人様の死亡に伴う遺族厚
生年金の手続について電話相談があり、請求
書を送付する際に確認したところ、お客様の
老齢基礎年金に振替加算の加算漏れが判明
しました。

○お客様の老齢基礎年金請求書を裁定する
際に、お客様のご主人様が新法対象者である
にもかかわらず、誤って旧法対象者であるとし
て配偶者状態表示を誤ったコードで入力した
ことによります。
○また、決裁時にもその誤りに気付かなかっ
たことによるものです。

1名 未払い 3,587,583

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、ブロック本部に協議することとしまし
た。
○ブロック本部より、訂正処理可能との
回答があり、機構本部に訂正処理依頼
書を進達しました。
○支払時期が確定したため、担当者が
お客様に改めてお詫びの上、支払時期
をお伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室において、年金請求書
受付時における書類の審査、確認を確
実に行うよう指示しました。
○また、事務センターへ今回の事象を
情報提供し、注意喚起を依頼しました。

内
部

63

遺族厚生
年金の裁
定誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

佐賀 佐賀
1987年
7月16日

2011年
6月3日

○進達した年金受給選択申出書が機構本部
から返戻され、確認したところ、同一事由で発
生した遺族共済年金が短期要件で決定され
ているにもかかわらず、遺族厚生年金を長期
要件で決定していたことが判明しました。

○配偶者様死亡による遺族年金の請求の際
に、本来、子のある妻に支給される遺族基礎
年金のみ決定するべきところを、誤って長期
要件による遺族厚生年金も支給決定したもの
です。
○遺族厚生年金の審査時において、遺族共
済年金の受給要件の確認が不十分であった
ものです。

1名 過払い 498,414

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。返納について説明し、了承
を得たため、返納方法申出書を提出し
ていただきました。
○機構本部に訂正処理依頼に係る書
類一式を進達しました。

○お客様相談室において、遺族年金請
求時における共済組合と厚生年金の受
給要件による支給の可否について注意
喚起しました。

内
部

64

障害基礎
年金に係
る子の加
算漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

岐阜 多治見
1998年
9月4日

2011年
7月13日

○障害年金加算改善法の施行に伴い、現在
保管している障害基礎年金裁定請求書の内
容点検を実施したところ、障害基礎年金に係
る子の加算漏れが判明しました。

○障害基礎年金裁定請求書の審査におい
て、事後重症による請求から障害認定日によ
る請求に請求事由の変更があった際に、お子
様が１８歳到達前かどうか確認すべきところ、
見落したことによるものです。 1名 未払い 115,000

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得たため、生計維持に関す
る申立書を提出していただきました。
○訂正に係る関係書類一式を機構本
部に進達しました。

○障害基礎年金裁定請求書の内容点
検の際は、加給年金額の加算対象者
漏れがないか、請求書と戸籍・住民票
等の添付書類との照合を必ず複数名
で行うことを再確認しました。

内
部

13
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65

旧法船員
保険老齢
年金の失
権処理漏
れについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

宮城 大河原
1989年
7月頃

2011年
5月20日

○お客様より、ご主人様死亡による未支給年
金請求書及び遺族年金請求書を受理しまし
た。
○事務センターに遺族年金請求書等を回付し
たところ、ご主人様が旧法厚生年金老齢年金
及び旧法船員保険老齢年金の両方を誤って
受給されていることが判明しました。

○旧法船員保険老齢年金が裁定され、その
後、未請求であった厚生年金と既に裁定済の
船員保険とを併せた旧法厚生年金老齢年金
が裁定された際に、本来、既に裁定済の旧法
船員保険老齢年金を失権処理すべきところ、
失権処理をしていませんでした。
○旧社会保険業務センターにおける処理誤り
及び当所における失権に関する書類の受付
漏れ、進達漏れがあったことによります。

1名 過払い 5,310,641

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上、説明しました。
○お客様が来所され、担当者が改めて
お詫びし、了承を得たため、返納方法
申出書を受理し、関係書類一式ととも
に機構本部に進達しました。

○お客様相談室において、旧法による
年金に関する事務処理について再確
認を行いました。

内
部

66

老齢年金
裁定請求
書に係る
金融機関
の入力誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

京都
事務

センター
2011年
6月9日

2011年
7月12日

○お客様より、初回支払通知に記載されてい
る金融機関が年金請求時に記載した金融機
関と相違しているとのお問合せがあり、確認し
たところ、金融機関コードを誤って入力してい
ることが判明しました。

○裁定請求書の金融機関名記入欄に記載さ
れたものを２本線で抹消の上、訂正されてい
ましたが、金融機関コードを再確認せず、誤っ
て記入し、入力してしまいました。
○審査補正時の確認不足及び事前審査、入
力後決裁において誤りに気付かなかったこと
によります。

1名 未払い 63,000

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○機構本部に再振込の時期を確認し、
訂正入力をしました。
○担当者がお客様に再度お詫びの
上、支払時期をお伝えし、了承を得まし
た。

○年金給付グループにおいて、裁定請
求書の審査及び確認作業を慎重に行う
よう周知・徹底しました。

外
部

67

振替加算
の加算誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

滋賀
事務

センター
2010年
4月20日

2011年
7月20日

○機構本部より、振替加算について確認する
よう連絡があり、老齢年金裁定請求書を確認
したところ、入力誤りが判明しました。

○老齢年金裁定請求書審査時に、老齢基礎
年金受給権発生前に配偶者様が死亡されて
いるにもかかわらず、振替加算を加算する処
理をしていました。
○審査時の確認不足によるものです。

1名 過払い 121,683

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、過払い分について、今後支払される
年金で調整することで了承を得ました。
○機構本部に訂正依頼報告書を進達
し、過払い分が調整されていることを確
認しました。

○年金給付グループにおいて、裁定請
求書審査時における職員の再チェック
の徹底を指示しました。

内
部

68

戦時加算
の加算漏
れについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 小樽
1995年
9月23日

2011年
7月15日

○機構本部より、お客様に係る遺族厚生年金
の再裁定報告書の返戻があり、確認したとこ
ろ、戦時加算の加算漏れが判明しました。

○死亡されたご主人様の年金記録に戦時加
算が加算されていましたが、被保険者記録に
は戦時加算が反映されていなかったため、本
来、記録を整備の上、遺族厚生年金を裁定す
べきところ、確認を漏らしたまま裁定したことに
よります。
○また、決裁においても、誤りに気付きません
でした。

1名 未払い 4,648,746

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○機構本部に訂正依頼報告書を進達
し、処理が完了したことを確認しまし
た。

○お客様相談室において、入力する際
の複数名による確認の徹底について周
知しました。

内
部

69

年金受給
選択申出
書の選択
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京 大田
2011年
4月18日

2011年
7月12日

○お客様より、６０歳時点で選択処理されてい
る支給額変更通知書が届いたので、確認して
ほしいとのお申出があり、確認したところ、年
金受給選択申出書の選択誤りが判明しまし
た。

○本来、年金受給選択申出書を２枚受付し、
６０歳時は障害厚生年金を選択し、障害者特
例の特別支給の老齢厚生年金受付時は、特
別支給の老齢厚生年金を選択と記入し、処理
すべきところ、１枚のみ受付し、労災の関係で
特別支給の老齢厚生年金を選択と記入してし
まったことによります。

1名 過払い 960,207

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。取扱いをブロック本部に協
議することとしました。
○ブロック本部より、訂正処理可能との
回答があり、担当者がお客様に連絡
し、再度お詫びの上、訂正処理すること
で了承を得たため、年金受給選択申出
書と返納方法申出書を受理しました。
○年金受給選択申出書と返納方法申
出書等を機構本部に進達しました。

○お客様相談室において、年金を選択
する時期の確認の徹底を周知しまし
た。また、お客様にも選択内容の確認
をしていただくよう周知しました。

外
部

70

老齢基礎
年金の支
払保留に
係る審査
決定誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

長野 松本
1997年
1月23日

2011年
6月23日

○コールセンターより、お客様から老齢基礎
年金の支払がないとのお申出があったとの連
絡があり、確認したところ、審査決定の際、
誤って支払保留を入力していたことが判明し
ました。

○本来、お客様が受給されている年金は選択
関係にないので、支払保留を入力する必要は
ありませんでしたが、誤って支払保留を入力し
てしまいました。
○老齢基礎年金裁定時の確認不足及び入力
後の決裁において、誤りに気付かなかったこ
とによります。 1名 未払い 2,193,324

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。取扱いについて、機構本部
に協議することとしました。
○機構本部より、受給権発生時に遡っ
て支払保留分の支払が可能であるとの
回答があり、機構本部に訂正報告書を
進達しました。
○支払時期が確定したため、担当者が
お客様に改めてお詫びの上、支払時期
をお伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室において、申請書等入
力時の確認を徹底するよう周知しまし
た。

外
部

14



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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判明
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71

障害基礎
年金に係
る子の加
給年金の
加算漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

静岡 三島
2004年
3月19日

2011年
7月4日

○障害基礎年金裁定請求書の再確認を行っ
たところ、子の加給年金の加算漏れが判明し
ました。

○障害基礎年金裁定請求書の生計維持証明
欄にお子様の氏名が記入され、加算額の対
象者欄についても記入があったにもかかわら
ず、請求書を審査及び入力する際の記入箇
所の確認不足があったことによります。
○また、請求書の入力時の入力漏れ及び入
力処理結果の確認不足によるものです。

1名 未払い 228,600

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。
○機構本部に訂正処理可能であること
を確認し、訂正依頼報告書を進達しま
した。
○担当者がお客様に再度お詫びの
上、支払時期をお伝えし、了承を得まし
た。

○お客様相談室において、裁定請求書
受付時の記載内容と添付書類の点検・
確認について再度周知しました。
○また、事務センターへ今回の事象を
情報提供し、注意喚起を依頼しました。 内

部

72

老齢厚生
年金支給
停止事由
該当届の
受付漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 世田谷
2011年
2月7日

2011年
7月25日

○お客様より、年金の支払時期についてお問
合せがあり、確認したところ、老齢厚生年金支
給停止事由該当届の受付を漏らしていたこと
が判明しました。

○裁定請求書受付時において、雇用保険記
録の確認を漏らしてしまったため、支給停止
事由該当届の受付をすべきところ、説明を漏
らしていたため、提出を求めていなかったこと
によります。

1名 未払い 3,377,744

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上、説明しました。また、支給停止事
由該当届を提出していただきました。
○機構本部に事務処理を確認の上、
支給停止事由該当届を進達し、処理が
完了したことを確認しました。
○お客様相談室長がお客様に再度お
詫びの上、支払時期をお伝えし、了承
を得ました。

○お客様相談室において、裁定請求書
受付時には雇用保険記録を必ず確認
し、説明漏れ及び書類の受付漏れがな
いよう周知しました。

外
部

73

厚生年金
通算老齢
年金に係
る受給要
件の確認
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 札幌東
2010年
3月17日

2011年
7月27日

○機構本部より、時効特例給付対象者報告
書の返戻があり、確認したところ、裁定済の厚
生年金通算老齢年金の通算対象期間の確認
誤りにより、受給権が発生しないことが判明し
ました。

○年金記録課の担当者が通算対象期間に該
当しない脱退手当金支給済期間を誤って該当
すると判断してしまいました。
○また、お客様相談室においても担当者が誤
りに気付かず、厚生年金通算老齢年金請求
書を機構本部へ進達していたことによります。

1名 過払い 777,627

○お客様相談室長がお客様のご家族
にお詫びの上、説明しました。既に支
払した年金の返納について了承を得た
ため、返納方法申出書と裁定済の年金
証書を受理しました。
○事務センターにおいて、年金裁定取
消処理を行い、機構本部に関係書類一
式を進達しました。

○年金記録課及びお客様相談室にお
いて、旧法の裁定請求書の受付及び審
査について、複数名での審査確認を徹
底するよう注意喚起を図りました。
○全課・室において研修を実施し、再
発防止に向けて周知・徹底を図りまし
た。

内
部

74

老齢厚生
年金に係
る配偶者
状態表示
の入力誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

山形
事務

センター
2010年
7月1日

2011年
7月27日

○お客様が遺族厚生年金の請求の相談に来
所された際、死亡された配偶者様の老齢厚生
年金の裁定原簿記録を確認したところ、裁定
時の入力誤りにより、配偶者加給年金が支給
停止されていたことが判明しました。

○老齢厚生年金の書類審査の際に、配偶者
状態表示を加給年金対象として処理すべきと
ころ、誤って対象者でないものとして処理して
しまいました。
○書類審査時における確認が不十分であっ
たこと及び入力後の決裁時に入力誤りに気付
かなかったことによります。

1名 未払い 428,500

○年金事務所の担当者がお客様に連
絡し、お詫びの上、説明しました。
○ブロック本部と協議し、訂正処理可
能との回答により、機構本部に訂正処
理依頼書を進達しました。
○支払時期が確定したため、事務セン
ターの担当者がお客様に改めてお詫び
の上、支払時期をお伝えし、了承を得
ました。

○年金給付グループにおいて、裁定時
における配偶者状態表示の確認を慎
重に行うよう周知・徹底しました。

内
部

○お客様相談室において、区役所との
連携の重要性を周知し、併せて、類似
の事象が判明した場合には、速やかに
上長に報告するよう指示しました。
○区役所に対し、事務処理を慎重に行
い、再発防止に努めるよう強く要請しま
した。 外

部

○区役所より、生存されているお客様を誤っ
て住民票の記録を死亡と登録したとの連絡が
あり、確認したところ、年金の支払を保留して
いることが判明しました。

○区役所において、生存されているお客様の
住民票に誤って死亡登録を行ってしまったこと
により、住民基本台帳情報に連動して、年金
記録に死亡の疑いによる支払保留の記録が
収録されてしまいました。
○区役所における死亡者情報の処理誤りに
よります。 1名 未払い 107,883

○区役所より、お客様には早期支払に
ついて機構本部に協議中である旨を説
明し、了承を得たとの報告がありまし
た。
○区役所より戸籍・住民票とともに経過
書等の必要書類等の提出があり、機構
本部に支払保留の解除を依頼しまし
た。
○処理が完了し、支払時期が確定した
ため、区役所より、お客様にお詫びの
上、支払時期をお伝えし、了承を得た
旨の報告がありました。

75

住民基本
台帳情報
の誤りによ
る年金の
支払保留
について

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 川崎
2011年
7月20日

2011年
7月27日

15



整理
番号
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事故
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判明
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76

老齢年金
裁定時に
おける農
林共済組
合員期間
の算入誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

徳島
事務

センター
2011年
4月7日

2011年
7月28日

○お客様より、年金証書の内容についてお問
合せがあり、確認したところ、特別支給の老齢
厚生年金の裁定の際に農林共済組合員期間
の算入誤りがあることが判明しました。

○お客様は、農林共済が厚生年金に統合さ
れた日において退職共済年金の受給資格期
間を満たしていたため、本来、農林共済組合
員期間については共済記録として入力すべき
ところ、誤って厚生年金期間に算入して裁定し
てしまったものです。
○内容審査時において、農林共済組合員期
間証明書の裁定情報記録に記載された事項
の確認が不十分だったこと及び決裁時におい
ても確認が十分できていなかったことによるも
のです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。年金証書の差替及び今後
の年金支払額について説明し、了承を
得ました。
○また、受給権発生時より現在まで雇
用保険を受給されており、年金支払に
影響ない旨を説明しました。
○機構本部に再裁定報告書を進達し、
処理が完了したことを確認しました。

○年金給付グループにおいて、審査決
定時における共済組合員期間証明書
の記載事項について、慎重に確認する
よう指示しました。

外
部

78

障害基礎
年金に係
る子の加
給年金の
加算漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

三重 津

2004年
2月26日

2005年
10月12日

2011年
7月28日

○障害年金加算改善法の施行に伴い、現在
保管している障害基礎年金裁定請求書の再
点検を実施した際に、障害基礎年金裁定請求
書の記載内容、戸籍謄本及び住民票の内容
から、Ａ様とＢ様に係る子の加給年金の加算
漏れが判明しました。

○障害基礎年金裁定請求書の入力の際に、
加給年金対象者が記載されているにもかかわ
らず、入力を漏らしたことによります。
○また、入力後の決裁時においても入力誤り
に気付かなかったことによります。

2名 未払い 6,617,683

○担当者がＡ様とＢ様にお詫びの上、
説明しました。取扱いについて、ブロッ
ク本部に協議することとしました。
○ブロック本部より、訂正処理可能との
回答があり、訂正処理依頼書を機構本
部に進達しました。
○支払時期が確定したため、担当者が
Ａ様とＢ様に支払時期をお伝えし、了承
を得ました。

○お客様相談室において、障害基礎年
金裁定請求書の内容点検の際は、加
給年金額の加算対象者漏れがない
か、裁定請求書と戸籍・住民票等の添
付書類との照合を必ず行うこと、また、
処理結果リストの点検を複数名で行う
ことを周知しました。

内
部

79

老齢年金
請求時に
おける受
給要件の
確認漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 札幌東
2011年
7月14日

2011年
7月28日

○事務センターより、回付した老齢年金裁定
請求書の返戻があり、確認したところ、お客様
に受給権が発生しないことが判明しました。

○昭和６１年３月以前の国民年金任意加入期
間における未納期間について、確認を怠り、
合算対象期間に算入できるものと誤った判断
をしたことによります。

1名 ― 0

○お客様が来所され、担当者がお詫び
の上、説明しました。お客様から遡及し
て任意加入できるかとのお申出があ
り、機構本部に協議することとしまし
た。
○資格取得申出書の入力処理を行い
ました。
○機構本部より回答があり、担当者が
お客様に再度お詫びの上、遡及しての
任意加入はできない旨を説明したとこ
ろ、了承を得ました。

○お客様相談室において、合算対象期
間の確認には細心の注意を払うことを
周知しました。
○また、合算対象期間の取扱いについ
て、研修を行いました。

内
部

80

障害厚生
年金請求
に係る年
金受給選
択申出書
の確認漏
れについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

京都 京都南
2011年
6月21日

2011年
7月28日

○障害厚生年金裁定請求書を事務センター
へ回付したところ、配偶者加給年金支給停止
届と返納方法申出書の提出依頼がありまし
た。
○確認したところ、街角の年金相談センターで
年金受給選択申出書をお客様の年金額のみ
で有利選択として、配偶者様の加給年金が停
止となることを考慮せず受付していたことが判
明しました。

○お客様の配偶者の加給年金が支給停止に
なることの確認漏れにより、世帯として年金額
が少なくなるとの考慮をしていなかったことに
よるものです。

1名 過払い 269,536

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。取扱いを機構本部に協議
することとしました。
○機構本部より、遡及して老齢厚生年
金を選択処理する旨の回答があり、街
角の年金相談センターの担当者がお
客様にお詫びの上、遡及して老齢厚生
年金を選択処理することで了承を得ま
した。
○機構本部に訂正処理を依頼しまし
た。

○お客様相談室において、障害厚生年
金の請求時には、配偶者様の情報を必
ず確認し、世帯での年金の合算額が有
利かどうかの説明をするよう周知しまし
た。

内
部

77

老齢基礎
年金の裁
定誤りにつ
いて 確

認
・
決
定
誤
り

静岡 静岡
1990年

10月31日 過払い 774,000

○お客様相談室において、遺族年金請
求の際には、過去の決定についても十
分に確認を行うよう周知しました。

内
部

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上、説明しました。返納方法について
ご家族と相談したいとのお申出があり、
年金額仮計算書と返納方法申出書を
お渡ししました。
○お客様より、年金額仮計算書と返納
方法申出書の送付があり、担当者がお
客様に再度お詫びの上、お客様のお申
出内容を確認し、了承を得ました。
○機構本部に年金額仮計算書と返納
方法申出書を再裁定報告書とともに進
達しました。

2011年
7月28日

○遺族年金の裁定をする際、国家公務員共
済期間があったため、国家公務員共済組合に
問合せしたところ、既に一時金で支払済との
回答があり、死亡されたご主人様の老齢基礎
年金の裁定誤りが判明しました。

○死亡されたご主人様の老齢年金裁定時に
共済年金期間が一時金で清算済であったも
のを、実期間として誤って入力していました。
○老齢年金を裁定する際に、一時金であると
の確認漏れ及び決裁でも確認できなかったも
のです。

1名

16
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81

時効特例
給付金の
過払いに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

本部 支払部
2011年
9月29日

2012年
2月16日

○他のグループより、決定した時効特例給付
の決定内容について確認があり、確認したと
ころ、過払いがあることが判明しました。

○国民年金加入期間と重複する厚生年金期
間が判明し、本来、国民年金老齢年金を裁定
取消し、裁定替となる国民年金通算老齢年金
の決定を待って厚生年金通算老齢年金から
減額分を調整し、支払すべきところ、調整しな
いまま全額支払していたものです。
○時効特例給付額を算出する担当の確認漏
れ及び二次決裁者の確認漏れによるもので
す。

1名 過払い 2,136,861

○お客様は入院中のため、ご家族に電
話にてお詫びの上、返納について説明
し、了承を得ました。
○お詫びと説明の文書及び時効特例
給付の不支給決定通知書をお客様あ
てに送付しました。
○お客様から提出された返納方法申出
書について、担当部署に処理を依頼し
ました。

○グループ長からリーダーに事象につ
いて説明し、時効特例給付額の算出に
ついては、お客様が受給されている年
金記録を十分確認の上、漏れがないよ
う、一次・二次チェック者に徹底するよう
周知しました。

内
部

82

厚生年金
通算老齢
年金の裁
定誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 中村
2009年

11月26日
2011年
5月26日

○機構本部より、時効特例給付支払手続用
紙の返戻があり、確認したところ、厚生年金通
算老齢年金を誤って裁定していたことが判明
しました。

○お客様の厚生年金期間を船員保険老齢年
金にて再裁定すべきところ、誤って厚生年金
通算老齢年金を新規裁定してしまいました。
○当時の担当者の認識不足によるものです。

1名 その他 3,411,876

○担当者がお客様に電話し、お詫びの
上、説明しました。訂正処理を行うこと
で了承を得ました。
○事務センターにて、厚生年金通算老
齢年金について裁定取消処理を行い、
お客様から提出された年金額仮計算書
及び返納方法申出書等関係書類一式
を機構本部に進達しました。

○お客様相談室において、年金記録の
確認及び裁定請求書の審査について
再度説明し、慎重に確認するよう周知・
徹底しました。

内
部

83

老齢基礎
年金支給
繰下げ請
求の裁定
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

福岡 西福岡
2011年
3月10日

2011年
6月3日

○お客様より、年金証書の写しの送付による
裁定内容のお問合せがあり、確認したところ、
繰下げ請求の裁定誤りが判明しました。

○お客様が老齢基礎年金の繰下げ請求の手
続きの際に、７０歳の到達月であったため、７
０歳繰下げ請求になるものと思い込み、老齢
基礎年金の支給繰下げ申出日の指定届の提
出を求めなかったことによります。

1名 未払い 190,100

○お客様あてに今回の事象の経過及
びお詫びの文書を送付しました。また、
老齢基礎年金の支給繰下げ申出日の
指定届の提出を依頼しました。
○ブロック本部に確認の上、訂正処理
依頼書及び老齢基礎年金の支給繰下
げ申出日の指定届を機構本部に進達
し、訂正処理が完了したことを確認しま
した。

○お客様相談室において、繰下げ請求
受付の際には、裁定請求書への繰下
げ請求等の表示を行い、添付書類の確
認を十分行うよう周知しました。

外
部

84

年金受給
権者支給
停止事由
該当届の
受理漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 武蔵野
2011年
3月29日

2011年
6月3日

○繰上げ請求されたお客様が年金受給権者
支給停止事由該当届が届いたとのことで来所
され、確認したところ、雇用保険受給による年
金受給権者支給停止事由該当届の受理漏れ
が判明しました。

○老齢基礎年金繰上げ請求書を受付した際
に、お客様の雇用保険受給申請を確認してい
たにもかかわらず、年金受給権者支給停止事
由該当届の提出を求めていなかったことによ
ります。
○また、特別支給の老齢厚生年金の受給権
が発生するにもかかわらず、雇用保険の記録
を確認せず、支払時期の説明をしてしまいま
した。

1名 未払い 98,666

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、機構本部に協議することで了承を
得ました。また、年金受給権者支給停
止事由該当届を受付しました。
○機構本部に協議の上、関係届書を
進達し、処理が完了したことを確認し、
お客様に支払時期について説明し、了
承を得ました。

○特別支給の老齢厚生年金受給権者
の方が老齢基礎年金の繰上げ請求さ
れた場合、必ず年金受給権者支給停
止事由該当届の受付状況を確認の
上、届書の提出を求め、支払時期を説
明するよう周知・徹底しました。

外
部

85

老齢基礎
年金６５歳
裁定後に
納付された
国民年金
保険料の
年金額へ
の未反映
について

確
認
・
決
定
誤
り

高知 南国
2009年
6月30日

2011年
7月1日

○ブロック本部からの情報提供により、６５歳
裁定処理後に６５歳前の国民年金保険料納
付済の方の再裁定漏れを確認したところ、８
名のお客様の再裁定が処理されていないこと
が判明しました。

○国民年金被保険者資格喪失一覧表の確認
及び対象者の処理ができていなかったことに
よります。

8名 未払い 95,893

○担当者が８名のお客様に電話及び
文書でお詫びの上説明し、了承を得た
ため、年金額仮計算書を受理しました。
○８名のお客様に係る再裁定処理関係
書類を機構本部に進達しました。
○８名のお客様の再裁定が完了し、支
払されたことを確認しました。

○お客様相談室において、担当者を決
め、国民年金被保険者資格喪失一覧
表により納付状況を確認の上、再裁定
漏れのないよう改めました。

内
部

86

老齢年金
裁定に係
る農林共
済組合員
期間の算
入誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

長野
事務

センター
2007年
4月5日

2011年
7月8日

○機構本部より、進達した再裁定関係書類の
返戻があり、確認したところ、老齢年金新規裁
定時の農林共済組合員期間の算入誤りが判
明しました。

○本来、農林共済期間として裁定すべきとこ
ろ、厚生年金期間として裁定誤りしていまし
た。なお、遺族年金を選択されており、老齢年
金は停止されていたため、影響額はありませ
んでした。
○裁定時及び決裁時においても、誤りを見落
したことによります。

1名 ― 0

○年金給付グループ長がお客様にお
詫びの上説明し、了承を得ました。
○ブロック本部に協議し、訂正処理可
能との回答があり、機構本部に関係書
類一式を進達し、再裁定が完了したこ
とを確認しました。

○お客様相談室において、裁定時にお
ける共済組合員期間証明書の確認を
徹底するよう指示しました。

内
部

17



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

87

年金受給
権者死亡
届の確認
漏れによる
入力誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 越谷
2011年
1月20日

2011年
3月18日

〇機構本部より、未支給年金請求書が返戻さ
れ、確認したところ、死亡年月日を平成２３年
１月とすべきところ、平成１８年１月と誤って入
力していることが判明しました。

○審査において未支給年金請求書に記入さ
れた死亡年月日の確認が不十分であったこと
によります。
○また、事務センターにおいても誤りに気付か
ず、誤った死亡年月日で入力処理が行われた
ことによるものです。 1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、訂正処理することで了承を得まし
た。
○未支給年金請求書とともに再裁定関
係書類を機構本部に進達しました。
○訂正処理が完了し、未支給年金は支
払済のため、お客様あてに未支給年
金・保険給付不該当通知書を送付しま
した。

○お客様相談室において、未支給年金
請求書の審査処理における十分な確
認の徹底を指示しました。
○また、事務センターへ今回の事象を
情報提供の上、注意喚起を依頼しまし
た。

内
部

88

老齢年金
の加給年
金の加算
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 小樽
1972年

1月
2011年
7月19日

○記録突合センターより、お客様の配偶者様
の給付記録に加給年金が加算されていない
のではないかとの連絡があり、確認したとこ
ろ、加給年金の加算漏れが判明しました。

○旧法厚生年金老齢年金を受給されている
お客様に、生計を同じくする配偶者様がいま
すが、加給年金の支給対象者の確認を漏ら
し、裁定入力処理したものと思われます。

1名 未払い 384,000

○お客様相談室長がお客様のご家族
にお詫びの上、説明しました。取扱いに
ついて、機構本部に協議することとしま
した。
○機構本部から、５年以前の遡及分に
ついて、支給することはできないとの回
答があり、お客様相談室長がお客様の
ご家族に再度お詫びの上説明し、了承
を得ました。
○訂正依頼を機構本部に進達し、処理
が完了し、支払されたことを確認しまし
た。

○お客様相談室において、裁定時にお
ける配偶者状態表示の確認を改めて
徹底しました。

内
部

89

特別一時
金の未支
給請求書
の送付誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 室蘭
2011年
6月16日

2011年
6月27日

○お客様より、特別一時金の未支給請求の提
出があり、確認したところ、誤って特別一時金
の未支給請求書を送付していたことが判明し
ました。

○判明記録の再確認の際に、特別一時金の
請求漏れが判明したため、本来、特別一時金
は未支給請求できないにもかかわらず、確認
を漏らしたことによります。

1名 ― 0

○ご遺族あてに、お詫びと説明の文書
を送付しました。また、取扱いを機構本
部に協議していることも文書に記載しま
した。
○機構本部より、特別一時金の未支給
請求はできない旨の回答があり、担当
者がご遺族に連絡し、改めてお詫びの
上説明し、了承を得ました。

○年金記録課とお客様相談室におい
て、特別一時金の取扱いについて周知
しました。

内
部

90

年金記録
に係る確
認申立書
の未処理
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

宮城 仙台東
2010年
1月頃

2011年
4月25日

○ねんきん特別便等、年金記録関係書類の
未統合記録の確認作業中、書類の中に地方
第三者委員会への年金記録に係る確認申立
書が混入していたため、確認したところ、未処
理であることが判明しました。

○担当者の確認が不十分であったため、完了
書類に混入したことに気付かなかったことによ
るものです。
○また、受付管理簿への登載もされていな
かったため、進捗管理がされていなかったこと
によります。

1名 ― 0

○副所長がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。また、他年金事務
所に同じ内容で確認申立書を提出され
ており、重複のため、取下げをお願いし
ました。
○お客様から受付した確認申立書の取
下書を受領し、取下げ処理をしました。

○受付担当者から事務担当者へ書類
の引継ぎを確実に行い、受付した書類
について受付管理簿の登載は双方で
確認することを徹底しました。
○また、保留書類の定期的な確認は管
理者が立会いの上、確認を徹底するこ
ととしました。

内
部

91

厚生年金
保険被保
険者期間
照会依頼
書の未処
理につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

福岡 小倉北
2010年
9月7日

2011年
7月11日

○年金相談・手続受付票の点検をしたところ、
厚生年金保険被保険者期間照会依頼書が未
処理のまま綴じ込まれていたことが判明しまし
た。

○届書・請求書・調査書等は年金相談・手続
受付票から外して別保管し、担当課に回付す
べきところ、別保管せずに綴じ込んでいまし
た。
○年金相談・手続受付票の決裁においても、
決裁者が気付かなかったことによります。

1名 ― 0

○厚生年金保険被保険者期間照会依
頼書の調査を行い、担当者がお客様に
お詫びの上、お申出の記録は確認でき
なかったことをお伝えし、了承を得まし
た。

○お客様相談室において、相談時に受
付した請求書等は年金相談・手続受付
票から外し、別の受付箱に入れること
の徹底と決裁時における確認の徹底を
図りました。

内
部

92

年金記録
に関する
紙台帳等
の調査結
果のお知
らせの作
成誤りにつ
いて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

ブロック
本部

近畿 2011年
4月11日

2011年
7月11日

○機構本部より再裁定報告書の返戻があり、
確認したところ、誤って年金額が増額するとの
お知らせをお客様に送付していたことが判明
しました。

○既に判明している厚生年金加入期間中に、
さらに重複した同月内に資格取得及び資格喪
失した厚生年金加入期間が新たに判明したた
め、本来、報酬合算すべきではないところ、確
認を漏らして誤って見込額を算出したことによ
ります。

1名 ― 0

○記録突合センターの担当者がお客
様にお詫びの上説明し、了承を得まし
た。
○誤って送付した通知文書について
は、紛失したとのお申出があり、発見し
た場合、返送していただくこととしまし
た。

○記録突合センターにおいて、年金見
込額の算出方法について研修を実施し
ました。
○また、チェックシートに同月内に資格
取得及び資格喪失した厚生年金加入
期間の記録確認欄を追加しました。

内
部

18



整理
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93

年金記録
に関する
紙台帳等
の調査結
果のお知
らせの作
成誤りにつ
いて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

ブロック
本部

南関東
2011年
7月25日

2011年
7月28日

○お客様より、送付したお知らせ文書の内容
に係るお問合せがあり、確認したところ、誤っ
て年金額が増額するとのお知らせを送付して
いたことが判明しました。

○お客様の厚生年金期間に、新たに判明した
同月内に資格取得及び資格喪失した記録を
統合し、本来、報酬合算すべきではないとこ
ろ、確認を漏らして誤って報酬を合算し、見込
額を算出したことによります。 1名 ― 0

○記録突合センターの担当者がお客
様にお詫びの上説明し、誤った内容の
お知らせを返送していただくことで了承
を得ました。
○お客様から、誤った内容のお知らせ
の返送があり、受付管理簿に、お客様
から誤った内容のお知らせを返送して
いただいた旨を登録しました。

○記録突合センターにおいて、年金に
係る被保険者期間の取扱いを周知し、
今後お客様に送付するお知らせ内容や
処理結果については、複数名による確
認を徹底することとしました。 外

部

94

年金記録
に関する
紙台帳等
の調査結
果のお知
らせの作
成誤りにつ
いて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

ブロック
本部

九州 2011年
6月10日

2011年
7月28日

○お客様より、回答書の提出があり、年金事
務所へ記録訂正を依頼したところ、法律改正
に伴う標準報酬改定について再確認の依頼
があり、確認したところ、年金見込額の算出誤
りが判明しました。

○記録訂正により、当時の標準報酬月額の上
限を超えたため、本来、その直後の法律改正
により標準報酬月額が上がる旨の登録処理
を漏らしたことによります。
○また、お客様の年金見込額試算において、
法律改正に注意すべきことの理解、認識不足
によるものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、正しい通知書を送付し、再度回答を
返送していただくことで了承を得まし
た。
○お客様あてに正しい通知書を送付
し、お客様から回答が返送されたため、
記録補正処理を行い、再裁定関係書
類を機構本部に進達しました。

○標準報酬の法律改正について、随時
確認を徹底することとしました。また、記
録補正と年金給付に係る内部研修を実
施しました。

内
部

95

現況届の
誤送付に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

福岡
事務

センター
2011年
6月30日

2011年
7月4日

○市役所より、「お客様から、現況届が届いた
が、別人の現況届も同封されていたと持参さ
れたので預かった」との連絡があり、現況届の
誤送付が判明しました。

○封入時の二重チェックと発送件数の照合を
行いましたが、担当者への二重チェックの徹
底不足及び職員による確認不足によるもので
す。 2名 ― 0

○届出をいただいたお客様について
は、市役所の担当者がお詫びの上、現
況届を回収しました。
○担当者が現況届を送付されなかった
お客様宅を訪問し、お詫びの上説明
し、現況届をお渡しし、了承を得まし
た。

○今回の事象を職員に説明し、発送物
の封入封緘時に二重チェックするよう
周知・徹底しました。

外
部

96

ねんきん
定期便の
誤配達に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

本部 総務部
2012年
2月下旬

2012年
3月1日

○お客様より、別人のねんきん定期便が配達
された旨のメモとともにねんきん定期便の送
付があり、ねんきん定期便の誤配達が判明し
ました。

○郵便事業株式会社がねんきん定期便を誤
配達したことによるものです。

2名 ― 0

○お客様に送付していただいたお礼の
文書を送付しました。
○再発行したねんきん定期便の郵便
物を、郵便局員が本来配達すべきお客
様へ直接手渡し、配達を完了しました。

○郵便事業株式会社より、再発防止策
として、職員の指導を徹底し、事故防止
を図る旨が記載された顛末書の提出が
ありました。 外

部

97

「住民票
コードの提
出につい
て」の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤
送
信

本部
年金

相談部
2012年

1月
2012年
2月14日

○お客様より、「住民票コードの提出につい
て」の記入された用紙のみが送付されたとの
お申出があったと事務センターから連絡があ
り、委託業者の送付誤りが判明しました。

○住民票コード登録をご希望のお客様から電
話相談を受け、本来、住民票コード登録申出
書を送付すべきところ、誤って依頼とは異なる
届書を送付していたものです。
○委託業者の知識不足及び認識誤りによりま
す。

85名 ― 0

○誤送付した８５名のお客様あてに、お
詫びの文書と正しい届出用紙を送付し
ました。
○お客様からのお問合せはありません
が、今後お問合せがあった場合は、引
き続き対応することとしました。

○委託業者へ再発防止策を含む報告
書の提出を指示し、委託業者より、管
理体制を強化し、３名によるチェック体
制とするとの報告書の提出がありまし
た。

外
部

98

老齢年金
に係る合
算対象期
間の計算
誤りについ
て 説

明
誤
り

長野 長野南
2010年

12月20日
2011年
3月10日

○老齢年金請求のためお客様が来所された
際、受給資格を確認したところ、合算対象期
間の計算誤りが判明しました。

○お客様が年金請求手続きの相談の際に、
国民年金納付済期間と合算対象期間の一部
を重複して計算してしまいました。
○本来、２５２月と計算すべきところ、誤って２
９６月と計算したため、厚生年金加入中のお
客様に４ヵ月後に受給要件を満たすと誤った
説明をしたことによります。 1名 ― 0

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上、説明しましたが、了承を得られま
せんでした。
○再度お客様相談室長がお客様に電
話し、年金確保支援法について説明し
たところ、お客様は現在、厚生年金加
入中で、あと４年位勤める予定と国民
年金保険料の納付については後日来
所するとのお申出がありました。
○その後お客様と連絡が取れないた
め、お客様から相談があった場合、引
き続き対応することとしました。

○お客様相談室長が今回の事象を職
員に説明し、年金記録の確認及び合算
対象期間の注意点について周知・徹底
しました。

内
部

19



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

99

死亡一時
金の請求
に係る説
明誤りにつ
いて 説

明
誤
り

神奈川 港北
2011年
2月12日

2011年
5月18日

○事務センターより、死亡一時金請求書が返
戻され、確認したところ、死亡一時金の請求が
時効によりできないところ、請求できると説明
していたことが判明しました。

○死亡一時金に係る時効特例法の適用の可
否について、担当者の認識が誤っていたこと
によるものです。
○また、担当者から事務センターへ死亡一時
金請求の可否についての確認を行った際、請
求できる旨の回答があったことによります。 1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
しましたが、了承は得られませんでし
た。
○お客様より、審査請求する旨の連絡
があり、お詫びと経緯、根拠条文、審査
請求方法を文書にして送付しました。
○不支給決定後、お客様から審査請求
があり、その後、審査請求事件に係る
決定書謄本（写）の送付を受け、棄却
処分となったことを確認しました。

○お客様相談室において、受給権に関
する説明の際には、必ずマニュアル等
を確認し、不明の場合には上司に確認
することを周知・徹底しました。
○また、今回の事象を事務センターに
情報提供し、死亡一時金の請求につい
て、注意喚起を依頼しました。

内
部

101

共済期間
統合誤りに
よる国民
年金保険
料の還付
誤りについ
て

記
録
訂
正
誤
り

本部
記録

管理部
2010年
7月1日

2012年
1月31日

○お客様より、共済記録は自分の記録ではな
い旨のお申出が年金事務所にあり、確認した
ところ、共済記録の統合を誤り、共済期間と重
複した国民年金期間について、保険料を還付
していたことが判明しました。

○委託業者が共済組合記録を統合する際
に、所属共済組合を確認しないまま、誤って別
人の記録を統合したものです。

2名 誤還付 4,500

○お客様にお詫びの上、国民年金保
険料の返納について説明し、了承を得
ました。
○国民年金保険料の誤還付に係る納
付書を送付しました。
○誤って統合した共済記録の取消を行
い、国民年金記録を補正しました。
○誤って統合した共済記録について
は、お客様の連絡先が不明のため、統
合前の状態に記録を戻しました。

○委託業者に今回の事象を説明の上、
共済記録の統合時は、ご本人様のお
申立の内容と統合する記録の所属共
済組合、勤務先及び勤務地住所の確
認を慎重に行うように周知しました。

外
部

102

情報提供
を受けた共
済期間の
誤りによる
国民年金
保険料の
還付決議
誤りについ
て

記
録
訂
正
誤
り

本部
記録

管理部
2011年

12月15日
2012年
2月2日

○共済組合より、共済期間として回付した方
が、共済期間ではなかったとの連絡があり、
共済期間と重複した国民年金期間について還
付決議がされていることが判明しました。

○共済組合から、共済期間でなかった期間を
共済期間として回付されたことによるもので
す。

1名 ― 0

○お客様にお詫びの上、国民年金保
険料の還付手続きの案内が間違いで
あったことを説明し、了承を得ました。
○国民年金の資格記録の補正及び還
付決議の取消をしました。

○共済組合に、情報提供データに誤り
がないよう防止策を講じるよう申入れを
行いました。

外
部

○受付簿を書類受付から日々の処理
経過が判るように改め、書類管理を徹
底することとしました。
○また、書類を事務スペースから持ち
出さないよう周知しました。

内
部

○お客様あてに送付する遺族厚生年金裁定
請求書の裁定が遅延する旨のお知らせを作
成する際に、所在が不明となっている遺族厚
生年金裁定請求書のあることが判明しまし
た。

○書類の管理が不十分であったことによりま
す。

1名 未払い 188,400

○年金給付グループ長がお客様にお
詫びの上説明し、遺族厚生年金裁定請
求書の再提出をお願いし、後日送付し
ていただくことで了承を得ました。
○お客様より、遺族厚生年金裁定請求
書を受理し、審査の上、処理を行いまし
た。
○年金給付グループ長がお客様に改
めてお詫びの上、処理が完了したこと
及び支払時期をお伝えし、了承を得ま
した。

100

遺族厚生
年金裁定
請求書の
所在不明
について

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

山形
事務

センター

2011年
6月
～

2011年
7月

2011年
7月27日
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103

コールセン
ター電話
交換機の
不具合に
ついて

事
故
等

本部
年金

相談部
2012年
3月21日

2012年
3月22日

○第２コールセンター委託業者の管理者より、
「オペレーター等の電話機へのログインができ
ない」との報告を受け、全電話機で受電できな
い状況にあることが判明しました。

○保守委託業者が通話録音装置更新の際、
設定誤りを見落していたものです。
○設定変更後に、ログインをして一般電話機
からの発着信試験を実施しなかったためで
す。

4名 ― 0

○業者に連絡をとり、復旧しました。
○入電されたお客様にお詫びの上事
情説明し、了承を得ました。また、お問
合せのあったお客様の年金相談は、別
途対応し、終了しました。

○保守委託業者より、今回のような関
連があると想定される部分の試験だけ
でなく、ログインしての発着信試験の動
作確認を実施し、今回のような誤りがな
いよう努める旨の報告書が提出されま
した。

内
部

104

不審電話
について

事
故
等

愛知

東京

兵庫

千葉

千葉

岡崎

中野

豊岡

幕張

千葉

2012年
４月

2012年
４月

○お客様より、「不審な電話があったので、確
認したい」とのお問合せがありました。

○次のような内容の電話連絡があったもので
す。
１）担当者名を名乗らずに、医療費の還付が
あるため、社会保険事務局あてに電話（フリー
ダイヤル）してほしいとの電話があったとのこ
とでした。（２年金事務所）
２）社会保険庁霞ヶ関支部を名乗る者から、医
療費の還付として返還金が４８，０００円あり、
３月末までの申請であったが、まだ申請がさ
れていないため、手続きをするようにとの電話
があったとのことでした。（３年金事務所）

5名 ― 0

○年金事務所において、医療費の払戻
に係る電話照会は行っておらず、電話
にて連絡することはないこと及び社会
保険庁、社会保険事務局は現在存在し
ないことをお伝えしました。
○同様な電話が頻発しているので注意
していただくようお伝えしました。

○日本年金機構内部にお客様に注意
を促すように指示しています。
○日本年金機構ホームページに、不審
電話及び不審な訪問に関する注意を促
すコーナーを作成しています。

事
件
等
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